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三戸町役場健康推進課 
  



 

１． 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営等に関する基準   
  

三戸町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例  
  
居宅介護支援事業の人員、運営の基準については、「三戸町指定居宅介護支援の事業の人

員及び運営に関する基準等を定める条例」（以下、居宅条例という。）の規定に基づき、平成

３０年４月１日から三戸町が指定を行うこととなっております。  
具体的な基準については、国が定めた「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関

する基準（平成１１年３月３１日 厚生省令第３８号）」（以下、居宅基準という。）に準じて

おり、三戸町独自の基準については、文書等の保存期間を「２年間」から「５年間」と、指

定申請要件に「暴力団等でない者」の２点を独自に規定しています。  
  
※以下、「居宅条例」から、条文内の「法」とは、介護保険法を指す。  
  
（１） 基本方針  

第三条 指定居宅介護支援の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可

能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができる

ように配慮して行われるものでなければならない。 

２ 指定居宅介護支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、

利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者か

ら、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われるものでなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者(法第四十六条第一項に規定する指定居宅介護支援事業者をい

う。以下同じ。)は、指定居宅介護支援の提供に当たっては、利用者の意思及び人格を尊

重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指定居宅サービス等(法第八条第

二十四項に規定する指定居宅サービス等をいう。以下同じ。)が特定の種類又は特定の指

定居宅サービス事業者(法第四十一条第一項に規定する指定居宅サービス事業者をいう。

以下同じ。)等に不当に偏ることのないよう、公正中立に行わなければならない。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、町、法第百十五条の四十六第一

項に規定する地域包括支援センター、老人福祉法(昭和三十八年法律第百三十三号)第二十

条の七の二に規定する老人介護支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予

防支援事業者(法第五十八条第一項に規定する指定介護予防支援事業者をいう。以下同

じ。)、介護保険施設、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平

成十七年法律第百二十三号)第五十一条の十七第一項第一号に規定する指定特定相談支援

事業者等との連携に努めなければならない。 



 

５ 指定居宅介護支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の

整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければならな

い。 

６ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を提供するに当たっては、法第百十八条

の二第一項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行

うよう努めなければならない。 

  

  



 

（２） 人員に関する基準  
項 目  条 文  内 容  

従業者の員数 
  
  

居宅条例 

第５条第１項 

居宅基準 

第２条第１項 
  
  
  
  
同条・同基準 
第２項  

   
居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに

１以上の員数の指定居宅介護支援の提供に当たる介護支援

専門員であって常勤であるものを置かなければならない。  

介護支援専門員の資格は５年ごとの更新制度が導入

されています。資格の有効期間が切れている場合、

介護支援専門員として業務に従事することはできま

せん。  

  
前項に規定する員数の基準は、利用者の数が３５又はそ

の端数を増すごとに１とする。  

取扱件数及び基準担当件数については、事業所全体

としての常勤換算後の介護支援専門員１人当たり何

件取り扱うものかを定めています。 

  

 

管理者  居宅条例 

第６条第１項 

居宅基準 

第３条第１項 
 

同条・同基準 

第２項  
  
同条・同基準 

第３項  

   
指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ご

とに常勤の管理者を置かなければならない。  
  

 
 
管理者は、主任介護支援専門員でなければならない。  

 

  
管理者は、専らその職務に従事する者でなければならな

い。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。  

 

 一 管理者がその管理する指定居宅介護支援事業所の介

護支援専門員の職務に従事する場合  
二 管理者が同一敷地内にある他の事業所の職務に従事

する場合（その管理する指定居宅介護支援事業所の管

理に支障がない場合に限る。）  
 

  



 

管理者は主任介護支援専門員であることが要件となり、令和９年３月３１日までは経

過措置として、介護支援専門員をあてることが認められています。しかし、事業所にお

ける業務管理や人材育成の取組を促進する観点から、経過措置期間終了までに主任介護

支援専門員を配置することが望ましいとされています。  

なお、この経過措置が適用される事業所は、令和３年３月３１日時点で主任介護支援

専門員でない者が管理者である指定居宅介護支援事業所となります。令和３年４月１日

以降に管理者を変更する場合、管理者は主任介護支援専門員である必要があります。  

また、期日までに主任介護支援専門員の管理者が配置出来ない場合は、人員基準違反と

なり、人員が配置出来るまでサービスの休止又は事業所の廃止など必要な対応を行う必

要があります。 
 

管理者は、事業所の営業中は、常に利用者からの利用申込等に対応できる体制を整え

ている必要があり、業務上の必要性から当該事業所に不在となる場合であっても、その

他の従業者等を通じ、利用者が適切に管理者に連絡が取れる体制としておく必要があり

ます。 

 
「常勤」について  

「常勤」とは事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の

従業者が勤務すべき時間数（３２時間を下回る場合は３２時間を基本とする。）に達して

いることをいうものですが、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に

関する法律（昭和４７年法律第１１３号）第１３条第１項に規定する措置又は育児休

業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（育児・介護休業

法）第２３条第１項、同条第３項又は同法第２４条に規定する所定労働時間の短縮等の

措置が講じられている者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整

っている場合には、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を３０時間として取り扱

うことが可能となりました。  

ただし、常勤換算方法については、従前どおり「当該事業所の従業者の勤務時間数を

当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は３２時間

を基本とする。）で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数

に換算する方法」であり、その計算に当たっては、育児・介護休業法の所定労働時間の

短縮措置の対象者の有無は問題にはなりません。  

また、産前産後休業、育児休業又は育児休業に準ずる休業を取得中の期間において、

当該人員基準において求められる資質を有する複数の非常勤の従事者を常勤の従業者の

員数に換算することにより、人員基準を満たすことが可能となります。 

 
 

 

 

 

 

  



 

 

（３） 運営に関する基準 

項目 条文 内容 

内容及び

手続きの

説明及び

同意 

居宅条例 

第７条第１項 

居宅基準 

第４条第１項  

 

 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居宅介護支援事業者は、居宅介護支援の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、第 18

条に規定する運営規程の概要その他の利用申込者のサービ

スの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交

付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の

同意を得なければならない。  

  

 

居宅介護支援事業者は、居宅介護支援の提供の開始に際

し、あらかじめ、居宅サービス計画が第１条の２に規定す

る基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるものであ

り、利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介する

よう求めることができること、前六月間に当該指定介護支

援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のう

ちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通

所介護（以下訪問介護等という。）がそれぞれ位置付けら

れた居宅サービス計画の数が占める割合、前六月間に当該

指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス

計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一

の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事

業者によって提供されたものが占める割合等につき説明を

行い、理解を得なければならない。  

居宅サービス計画の作成に当たって利用者には、複

数の指定居宅サービス事業者等の紹介を求めること

や、計画原案に位置付けた指定居宅サービス事業者等

の選定理由を求めることができることなどを説明しな

ければならない。  

なお、説明を行うに当たっては、理解が得られる

よ、文書の交付に加えて口頭での説明を懇切丁寧に行

い、理解したことについて必ず利用申込者から署名を

得なければならない。  

  

 

 

 

 

 



 

同条・同基準 

第３項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第４項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居宅介護支援事業者は、居宅介護支援の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、利用者につ

いて、病院又は診療所に入院する必要が生じた場合には、

当該利用者に係る介護支援専門員の氏名及び連絡先を当該

病院又は診療所に伝えるよう求めなければならない。 

  

利用者が入院する場合には、居宅における日常生活

の能力や利用していた指定居宅サービス等の情報を入

院先の医療機関と共有することで、医療機関の退院支

援に資するとともに、退院後の円滑な在宅生活への移

行を支援することにもつながる。そのため、利用者又

はその家族に対し担当介護支援専門員の連絡先を入院

時には、病院等に伝えてもらうよう協力を求めるもの

である。  

 具体的には、介護保険証や健康保険被保険者証、お

薬手帳等に介護支援専門員の連絡先を一緒に保管して

もらうことを依頼するのが望ましい。 

 

  

居宅介護支援事業者は、利用申込者又はその家族からの

申出があった場合には、第１項の規定による文書の交付に

代えて、第７項で定めるところにより、当該利用申込者又

はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を

電磁的方法により提供することができる。この場合におい

て、当該居宅介護支援事業者は、当該文書を交付したもの

とみなす。 

  

一 電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲

げるもの 

ア 居宅介護支援事業者の使用に係る電子計算機と利用

申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを接続

する電気通信回線を通じて送信し、受信者の使用に係

る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法  

イ 居宅介護支援事業者の使用に係る電子計算機に備え

られたファイルに記録された第１項に規定する重要事

項を電気通信回線を通じて利用申込者又はその家族の

閲覧に供し、当該利用申込者又はその家族の使用に係

る電子計算機に備えられたファイルに当該重要事項を

記録する方法（電磁的方法による提供を受ける旨の承

諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては、居宅

介護支援事業者の使用に係る電子計算機に備えられた

ファイルにその旨を記録する方法） 

二 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準

ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことが

できる物をもって調製するファイルに第１項に規定する

重要事項を記録したものを交付する方法 



 

同条・同基準 

第５項 

 

 

 

同条・同基準 

第６項 

 

 

 

同条・同基準 

第７項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第８項 

 

 

 

 

 

 

 

 

前項に掲げる方法は、利用申込者又はその家族がファイ

ルへの記録を出力することによる文書を作成することがで

きるものでなければならない。 

 

第４項第１号の「電子情報処理組織」とは、居宅介護支

援事業者の使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその

家族の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した

電子情報処理組織をいう。 

 

居宅介護支援事業者は、第４項の規定により第１項に規

定する重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、

当該利用申込者又はその家族に対し、その用いる次に掲げ

る電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的方法

による承諾を得なければならない。 

一 第４条各号に規定する方法のうち居宅介護支援事業者

が使用するもの 

二 ファイルへの記録の方式 

 

 

前項の規定による承諾を得た居宅介護支援事業者は、当

該利用申込者又はその家族から文書又は電磁的方法により

電磁的方法による提供を受けない旨の申出があったとき

は、当該利用申込者又はその家族に対し、第１項に規定す

る重要事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。              

ただし、当該利用申込者又はその家族が再び前項の規定に

よる承諾をした場合は、この限りでない。 

 

事業所の重要事項に関する規程の概要、介護従業者

の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制等利

用申込者がサービスを選択するために必要な重要事項

について、わかりやすい説明書やパンフレット等の文

書を交付して懇切丁寧に説明を行い、当該事業所から

サービスの提供を受けることにつき同意を得なければ

なりません。当該同意については、書面によって確認

することが適当です。 

 

 

 

 

 



 

提供拒否

の禁止 

居宅条例 

第８条 

居宅基準 

第５条 

事業者は、正当な理由なく居宅介護支援の提供を拒んで

はならない。  
 

なお、“正当な理由”とは、①当該事業所の現員から

利用申込に応じきれない場合、②利用申込者の居住地

が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合、

③利用申込者が他の指定居宅介護支援事業者にも併せ

て指定居宅介護支援の依頼を行っていることが明らか

な場合等です。 

 
 

サービス

提供困難

時の対応 

居宅条例 

第９条 

居宅基準 

第６条 

指定居宅介護支援事業者は、当該事業所の通常の事業の

実施地域等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切な居宅介

護支援を提供することが困難であると認めた場合は、他の

居宅介護支援事業者の紹介その他の必要な措置を講じなけ

ればならない。 

 

受給資格

等の確認 

居宅条例 

第 10条 

居宅基準 

第７条 

 

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供を

求められた場合には、その者の提示する被保険者証によっ

て、被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有

効期間を確かめるものとする。 

要介護認

定の申請

に係る援

助 

居宅条例 

第 11条第１項 

居宅基準 

第８条第１項 

 

同条・同基準 

第 2 項 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第３項 

 

 

 

指定居宅介護支援事業者は、被保険者の要介護認定に係

る申請について、利用申込者の意思を踏まえ、必要な協力

を行わなければならない。  

 

 

  

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の

開始に際し、要介護認定を受けていない利用申込者につい

ては、要介護認定の申請が既に行われているかどうかを確

認し、申請が行われていない場合は、当該利用申込者の意

思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助

を行わなければならない。  

  

指定居宅介護支援事業者は、要介護認定の更新の申請

が、遅くとも当該利用者が受けている要介護認定の有効期

間の満了日の３０日前には行われるよう、必要な援助を行

わなければならない。 

 

身分を証

する書類

の携行 

居宅条例 

第 12条 

居宅基準 

第９条 

指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業

所の介護支援専門員に身分を証する書類を携行させ、初回

訪問時及び利用者又はその家族から求められたときは、こ

れを提示すべき旨を指導しなければならない。 

 



 

利用料等

の受領 

居宅条例 

第 13条第 1 項 

居宅基準 

第 10条第 1 項 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

 

 

同条・同基準 

第３項 

 

 

 

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援（法第４

６条第４項の規定に基づき居宅介護サービス計画費が当該

居宅介護支援事業者に支払われる場合に係るものを除

く。）を提供した際にその利用者から支払を受ける利用

料、（居宅介護サービス計画費の支給対象となる費用に係

る対価をいう。以下同じ。）と、居宅介護サービス計画費

の額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければ

ならない。  
  
指定居宅介護支援事業者は、前項の利用料のほか、利用

者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を

訪問して指定居宅介護支援を行う場合には、それに要した

交通費の支払を利用者から受けることができる。  
  

指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する費用の額に

係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又

はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について

説明を行い、利用者の同意を得なければならない。 

保険給付

の請求の

ための証

明書の交

付 

居宅条例 

第 14条 

居宅基準 

第 11条 

指定居宅介護支援事業者は、提供した指定居宅介護支援

について前条第１項の利用料の支払を受けた場合は、当該

利用料の額等を記載した指 

定居宅介護支援提供証明書を利用者に対して交付しなけれ

ばならない。 

 

指定居宅

介護支援

の基本取

扱方針 

居宅条例 

第 15条第 1 項 

居宅基準 

第 12条第 1 項 

 

同条・同基準 

第２項 

指定居宅介護支援は、要介護状態の軽減又は悪化の防止

に資するよう行われるとともに、医療サービスとの連携に

十分配慮して行われなければならない。  

  

 

 

指定居宅介護支援事業者は、自らその提供する指定居宅

介護支援の質の評価を行い、常にその改善を図らなければ

ならない。 

 

指定居宅

介護支援

の具体的

取扱方針 

居宅条例 

第 16条 

居宅基準 

第 13条 

 

 

 

 

 

指定居宅介護支援の方針は、第１条の２に規定する基本

方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げ

るところによるものとする。 

一 指定居宅介護支援事業所の管理者は、介護支援専門員

に居宅サービス計画の作成に関する業務を担当させるも

のとする。  

二 指定居宅介護支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行

うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービス

の提供方法等について、理解しやすいように説明を行

う。  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっ

ては、利用者の自立した日常生活の支援を効果的に行う

ため、利用者の心身又は家族の状況等に応じ、継続的か

つ計画的に居宅サービス等の利用が行われるようにしな

ければならない。  

四 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっ

ては、利用者の日常生活全般を支援する観点から、介護

給付等対象サービス以外の保健医療サービス又は福祉サ

ービス、当該地域の住民による自発的な活動によるサー

ビス等の利用も含めて居宅サービス計画上に位置付ける

よう努めなければならない。  

五 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成の開始に

当たっては、利用者によるサービスの選択に資するよ

う、当該地域における指定居宅サービス事業者等に関す

るサービスの内容、利用料等の情報を適正に利用者又は

その家族に対して提供するものとする。 

 

介護支援専門員は、利用者自身がサービスを選択す

ることを基本に、これを支援するものです。  

このため、介護支援専門員は、利用者によるサービ

スの選択に資するよう、利用者から居宅サービス計画

の作成にあたって複数の指定居宅サービス事業者等の

紹介の求めがあった場合等には、誠実に対応するとと

もに、居宅サービス計画案を利用者に提示する際に

は、当該利用者が居住する地域の指定居宅サービス事

業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を適

正に利用者又はその家族に対して提供するものです。  

したがって、特定の指定居宅サービス事業者に不当

に偏した情報を提供するようなことや、利用者の選択

を求めることなく同一事業主体のサービスのみによる

居宅サービス計画原案を最初から提示するようなこと

があってはなりません。  

また、例えば集合住宅等において、特定の指定居宅

サービス事業者のサービスを利用することを、選択の

機会を与えることなく入居条件とするようなことはあ

ってはなりませんが、居宅サービス計画についても、

利用者の意思に反して、集合住宅と同一敷地内等の指

定居宅サービス事業者のみを居宅サービス計画に位置

付けるようなことはあってはなりません。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

六 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっ

ては、適切な方法により、利用者について、その有する

能力、既に提供を受けている指定居宅サービス等のその

置かれている環境等の評価を通じて利用者が現に抱える

問題点を明らかにし、利用者が自立した日常生活を営む

ことができるように支援する上で解決すべき課題を把握

しなければならない。 

七 介護支援専門員は、前号に規定する解決すべき課題の

把握（以下「アセスメント」という。）に当たっては、

利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接して

行わなければならない。この場合において、介護支援専

門員は、面接の趣旨を利用者及びその家族に対して十分

に説明し、理解を得なければならない。  

八 介護支援専門員は、利用者の希望及び利用者について

のアセスメントの結果に基づき、利用者の家族の希望及

び当該地域における指定居宅サービス等が提供される体

制を勘案して、当該アセスメントにより把握された解決

すべき課題に対応するための最も適切なサービスの組合

せについて検討し、利用者及びその家族の生活に対する

意向、総合的な援助の方針、生活全般の解決すべき課

題、提供されるサービスの目標及びその達成時期、サー

ビスの種類、内容及び利用料並びにサービスを提供する

上での留意事項等を記載した居宅サービス計画の原案を

作成しなければならない。 

 

居宅サービス計画と個別サービス計画との連動性を

高め、居宅  介護支援事業所とサービス提供事業所の

意識の共有を図る観点から、介護支援専門員は居宅サ

ービス計画に位置づけたサービス提供事業者から個別

サービス計画の提出を求めることとし、居宅サービス

計画と個別サービス計画の連動性や整合性について確

認してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

九 介護支援専門員は、サービス担当者会議を招集して行

う会議（テレビ電話装置その他の情報通信機器（以下

「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことが

できるものとする。ただし、利用者又はその家族（以下

この号において「利用者等」という。）が参加する場合

にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用

者等の同意を得なければならない。）をいう。以下同

じ。）の開催により、利用者の状況等に関する情報を担

当者と共有するとともに、当該居宅サービス計画の原案

の内容について、担当者から、専門的な見地からの意見

を求めるものとする。ただし、利用者（末期の悪性腫瘍

の患者に限る。）の心身の状況等により、主治の医師等

の意見を勘案して必要と認める場合その他のやむを得な

い理由がある場合については、担当者に対する照会等に

より意見を求めることができるものとする。 

 

テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保

護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者におけ

る個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生

労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイド

ライン」等を遵守してください。 

 

十 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案に位置付

けた指定居宅サービス等について、保険給付の対象とな

るかどうかを区分した上で、当該居宅サービス計画の原

案の内容について利用者又はその家族に対して説明し、

文書により利用者の同意を得なければならない。  

十一 介護支援専門員は、居宅サービス計画を作成した際

には、当該居宅サービス計画を利用者及び担当者に交付

しなければならない。  

十二 介護支援専門員は、居宅サービス計画に位置付けた

指定居宅サービス事業者等に対して、訪問介護計画等指

定居宅サービス等基準において位置付けられている計画

の提出を求めるものとする。  

十三 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後、居

宅サービス計画の実施状況の把握（利用者についての継

続的なアセスメントを含む。）を行い、必要に応じて居

宅サービス計画の変更、指定居宅サービス事業者等との

連絡調整その他の便宜の提供を行うものとする。 

十四 介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等から

利用者に係る情報の提供を受けたときその他必要と認め

るときは、利用者の服薬状況、口腔機能その他利用者の

心身又は生活状況に係る情報のうち必要と認めるもの

を、利用者の同意を得て主治の医師若しくは歯科医師又

は薬剤師に提供するものとする。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者の服薬状況、口腔機能その他の心身又は生活

状況に係る情報は、主治の医師若しくは歯科医師又は

薬剤師が医療サービス の必要性を検討するにあたり有

効な情報である。例えば、  

・薬が大量に余っている又は複数回分の薬を一度に服

用している。  

・薬の服用を拒絶している。  

・使いきらないうちに新たに薬が処方されている。  

・口臭や口腔内出血がある。  

・体重の増減が推測される見た目の変化がある。  

・食事量や食事回数に変化がある。  

・下痢や便秘が続いている。  

・皮膚が乾燥していたり湿疹等がある。  

・リハビリテーションの提供が必要と思われる状態に

あるにも関わらず提供されていない状況。 

などの情報のうち、主治医等の助言が必要であると介

護支援専門員が判断したものについて、主治医等に情

報提供するものとする。なお、ここでいう「主治の医

師」については、要介護認定の申請のための主治医意

見書を記載した医師に限定されない。 

 

十五 介護支援専門員は、第十三号に規定する実施状況の

把握（以下「モニタリング」という。）に当たっては、

利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連

絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次

に定めるところにより行わなければならない。  

ア 少なくとも１月に１回、利用者の居宅を訪問し、利

用者に面接すること。  

一 少なくとも１月に１回、モニタリングの結果を記録

すること。  

十六 介護支援専門員は、次に掲げる場合においては、サ

ービス担当者会議の開催により、居宅サービス計画の変

更の必要性について、担当者から、専門的な見地からの

意見を求めるものとする。ただし、やむを得ない理由が

ある場合については、担当者に対する照会等により意見

を求めることができるものとする。  

ア 要介護認定を受けている利用者が法第２８条第２項

に規定する要介護更新認定を受けた場合  

イ 要介護認定を受けている利用者が法第２９条第１項

に規定する要介護状態区分の変更の認定を受けた場合  

十七 第三号から第十二号までの規定は、第十三号に規定

する居宅サービス計画の変更について準用する。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

十八 介護支援専門員は、適切な保健医療サービス及び福

祉サービスが総合的かつ効率的に提供された場合におい

ても、利用者がその居宅において日常生活を営むことが

困難となったと認める場合又は利用者が介護保険施設へ

の入院又は入所を希望する場合には、介護保険施設への

紹介その他の便宜の提供を行うものとする。  

十九 介護支援専門員は、介護保険施設等から退院又は退

所しようとする要介護者から依頼があった場合には、

居宅における生活へ円滑に移行できるよう、あらかじ

め、居宅サービス計画の作成等の援助を行うものとす

る。  

二十 介護支援専門員は、居宅サービス計画に厚生労働大

臣が定める回数以上の訪問介護（厚生労働大臣が定める

ものに限る。以下この号において同じ。）を位置付ける

場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該居宅

サービス計画に訪問介護が必要な理由を記載するととも

に、当該居宅サービス計画を町に届け出なければならな

い。 

 

訪問介護の生活援助が中心である回数が次の回数以

上、居宅サービス計画に位置付ける場合には、その必

要性を居宅サービス計画に記載するとともに、町に届

け出なければならない。  

イ 要介護１ １月につき２７回  

ロ 要介護２ １月につき３４回  

ハ 要介護３ １月につき４３回  

ニ 要介護４ １月につき３８回   

ホ 要介護５ １月につき３１回  

なお、届出に当たっては、当該月において作成又は

変更（軽微な変更を除く）した居宅サービス計画のう

ち上記の基準以上の訪問介護を位置付けた居宅サービ

ス計画（利用者の同意を得て交付したケアプラン）も

のについて、翌月の末日までに町に届け出ることとな

ります。  

本件については、平成３０年１０月１日より施行さ

れるため、１０月以降に作成又は変更した居宅サービ

ス計画について届出を行うこととなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二十の二 介護支援専門員は、その勤務する指定居宅介護

支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置

付けられた指定居宅サービス等に係る居宅介護サービス

費、特定居宅介護サービス費、地域密着型介護サービス

費及び特例地域密着型介護サービス費（以下この号にお

いて「サービス費」という。）の総額が法第４３条第２

項に規定する居宅介護サービス費等区分支給限度基準額

に占める割合（１００分の７０以上）及び訪問介護に係

る居宅介護サービス費がサービス費の総額に占める割合

（１００分の６０以上）が厚生労働大臣が定める基準に

該当する場合であって、かつ、市町村からの求めがあっ

た場合には、当該指定居宅介護支援事業所の居宅サービ

ス計画の利用の妥当性を検討し、当該居宅サービス計画

に訪問介護が必要な理由等を記載するとともに、当該居

宅サービス計画を市町村に届け出なければならない。  

二十一 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハ

ビリテーション等の医療サービスの利用を希望している

場合その他必要な場合には、利用者の同意を得て主治の

医師等の意見を求めなければならない。  

二十二 前号の場合において、介護支援専門員は、居宅サ

ービス計画を作成した際には、当該居宅サービス計画を

主治の医師等に交付しなければならない。 

 

主治医等との円滑な連携に資するよう、当該意見を

踏まえて作成した居宅サービス計画については、意見

を求めた主治の医師等に交付しなければならない。  

交付方法については、対面のほか、郵送やメール等

によることも差し支えない。また、ここで意見を求め

る「主治の医師等」については、要介護認定申請時の

主治医意見書を記載した医師に限定されません。 

 

二十三 介護支援専門員は、居宅サービス計画に訪問看

護、通所リハビリテーション等の医療サービスを位置付

ける場合にあっては、当該医療サービスに係る主治の医

師等の指示がある場合に限りこれを行うものとし、医療

サービス以外の指定居宅サービス等を位置付ける場合に

あっては、当該指定居宅サービス等に係る主治の医師等

の医学的観点からの留意事項が示されているときは、当

該留意点を尊重してこれを行うものとする。 

二十四 介護支援専門員は、居宅サービス計画に短期入所

生活介護又は短期入所療養介護を位置付ける場合にあっ

ては、利用者の居宅における自立した日常生活の維持に

十分に留意するものとし、利用者の心身の状況等を勘案

して特に必要と認められる場合を除き、短期入所生活介

護及び短期入所療養介護を利用する日数が要介護認定の

有効期間のおおむね半数を超えないようにしなければな

らない。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

短期入所の利用日数に係る「要介護認定の有効期間

のおおむね半数を超えない」という目安については、

居宅サービス計画の作成過程における個々の利用者の

心身の状況やその置かれている環境等の適切な評価に

基づき、在宅生活の維持のための必要性に応じて弾力

的に運用することが可能であり、要介護認定の有効期

間の半数の日数以内であるかについて機械的な適用を

求めるものではない。  

したがって、利用者の心身の状況及び本人、家族等

の意向に照らし、この目安を超えて短期入所サービス

の利用が特に必要と認められる場合においては、これ

を上回る日数を居宅サービス計画に位置付けることも

可能である。 

 

二十五 介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具

貸与を位置付ける場合にあっては、その利用の妥当性を

検討し、当該計画に福祉用具貸与が必要な理由を記載す

るとともに、必要に応じて随時サービス担当者会議を開

催し、継続して福祉用具貸与を受ける必要性について検

証をした上で、継続して福祉用具貸与を受ける必要があ

る場合にはその理由を居宅サービス計画に記載しなけれ

ばならない。 

 

要介護１の利用者に対する福祉用具の貸与について

は、別紙資料を参照。 

 

二十六 介護支援専門員は、居宅サービス計画に特定福祉

用具販売を位置付ける場合にあっては、その利用の妥当

性を検討し、当該計画に特定福祉用具販売が必要な理由

を記載しなければならない。 

二十七 介護支援専門員は、利用者が提示する被保険者証

に、法第７３条第２項に規定する認定審査会意見又は法

第３７条第１項の規定による指定に係る居宅サービス若

しくは地域密着型サービスの種類についての記載がある

場合には、利用者にその趣旨（同項の規定による指定に

係る居宅サービス若しくは地域密着型サービスの種類に

ついては、その変更の申請ができることを含む。）を説

明し、理解を得た上で、その内容に沿って居宅サービス

計画を作成しなければならない。 

二十八 介護支援専門員は、要介護認定を受けている利用

者が要支援認定を受けた場合には、介護予防支援事業者

と当該利用者に係る必要な情報を提供する等の連携を図

るものとする。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二十九 居宅介護支援事業者は、法第１１５条の２３第３

項の規定に基づき、介護予防支援事業者から介護予防支

援の業務の委託を受けるに当たっては、その業務量等を

勘案し、当該居宅介護支援事業者が行う居宅介護支援の

業務が適正に実施できるよう配慮しなければならない。  

三十 居宅介護支援事業者は、法第１１５条の４８第４項

の規定に基づき、同条第１項に規定する会議から、同条

第２項の検討を行うための資料又は情報の提供、意見の

開陳その他必要な協力の求めがあった場合には、これに

協力するよう努めなければならない。 

 

法定代理

受領サー

ビスに係

る報告 

居宅条例 

第 17条第１項 

居宅基準 

第 14条第１項 

 

  

  

  

同条・同基準 

第２項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居宅介護支援事業者は、毎月、町（法第４１条第１０項

の規定により同条第９項の規定による審査及び支払に関す

る事務を国民健康保険団体連合会に委託している場合にあ

っては、当該国民健康保険団体連合会）に対し、居宅サー

ビス計画において位置付けられている指定居宅サービス等

のうち法定代理受領サービスとして位置付けたものに関す

る情報を記載した文書を提出しなければならない。  

  

居宅介護支援事業者は、居宅サービス計画に位置付けら

れている基準該当居宅サービスに係る特例居宅介護サービ

ス費の支給に係る事務に必要な情報を記載した文書を、町

（当該事務を国民健康保険団体連合会に委託している場合

にあっては、当該国民健康保険団体連合会）に対して提出

しなければならない。 

 

居宅介護サービス計画において位置付けられている

指定居宅サービス等のうち法定代理受領サービスとし

て位置付けたものに関する情報を記載した文書とは

「給付管理票」を指す。 
 

利用者に

対する居

宅サービ

ス計画等

の書類の

交付 

居宅条例 

第 18条 

居宅基準 

第 15条 

 

  

 

居宅介護支援事業者は、利用者が他の居宅介護支援事業

者の利用を希望する場合、要介護認定を受けている利用者

が要支援認定を受けた場合その他利用者からの申出があっ

た場合には、当該利用者に対し、直近の居宅サービス計画

及びその実施状況に関する書類を交付しなければならな

い。 

利用者に

関する町

への通知 

居宅条例 

第 19条 

居宅基準 

第 16条 

居宅介護支援事業者は、居宅介護支援を受けている利用

者が次のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付

してその旨を町に通知しなければならない。  

一 正当な理由なしに介護給付等対象サービスの利用に関

する指示に従わないこと等により、要介護状態の程度を増

進させたと認められるとき。  

二 偽りその他不正の行為によって保険給付の支給を受

け、又は受けようとしたとき。 

 



 

管理者の

責務 

居宅条例 

第 20条第１項 

居宅基準 

第 17条第１項  

  

  

同条・同基準 

第２項 

 

 

居宅介護支援事業所の管理者は、当該居宅介護支援事業

所の介護支援専門員その他の従業者の管理、指定居宅介護

支援の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握そ

の他の管理を一元的に行わなければならない。  

  

 

居宅介護支援事業所の管理者は、当該居宅介護支援事業

所の介護支援専門員その他の従業者にこの章の規定を遵守

させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

運営規程 居宅条例 

第 21条 

居宅基準 

第 18条 

居宅介護支援事業者は、居宅介護支援事業所ごとに、次

に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程（以

下「運営規程」という。）として次に掲げる事項を定める

ものとする。  

一 事業の目的及び運営の方針  

二 職員の職種、員数及び職務内容 

 

職員の「員数」は日々変わりうるものであるため、

業務負担軽減等の観点から、規程を定めるに当たって

は、基準第２条において置くべきとされている員数を

満たす範囲において、「○人以上」と記載しても差し支

えありません。 

 

三 営業日及び営業時間  

四 居宅介護支援の提供方法、内容及び利用料その他の費

用の額 

 

提供方法及び内容については、利用者の相談を受け

る場所、課題分析の手順等を記載してください。 

 

五 通常の事業の実施地域  

六 虐待の防止のための措置に関する事項 

 

（虐待の防止に係る経過措置）  

附則（令和３年３月第６号）第２条により、施行の

日から令和６年３月３１日までの間、虐待の防止のた

めの措置に関する事項に関する規程を定めておくよう

努める（努力義務）とされています。 

虐待防止に係る、組織内の体制（責任者の選定、従

業者への研修方法や研修計画等）や虐待又は虐待が疑

われる事案が発生した場合の対応方法等を指す内容を

記載してください。 

 

七 その他運営に関する重要事項 

 



 

勤務体制

の確保 

居宅条例 

第 22条第１項 

居宅基準 

第 19条第１項 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

 

同条・同基準 

第３項 

 

同条・同基準 

第４項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居宅介護支援事業者は、利用者に対し適切な居宅介護支

援を提供できるよう、居宅介護支援事業所ごとに介護支援

専門員その他の従業者の勤務の体制を定めておかなければ

ならない。  

  

居宅介護支援事業者は、居宅介護支援事業所ごとに、当

該居宅介護支援事業所の介護支援専門員に居宅介護支援の

業務を担当させなければならない。ただし、介護支援専門

員の補助の業務については、この限りでない。  

  

居宅介護支援事業者は、介護支援専門員の資質の向上の

ために、その研修の機会を確保しなければならない。  

  

居宅介護支援事業者は、適切な居宅介護支援の提供を確

保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優

越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当

な範囲を超えたものにより介護支援専門員の就業環境が害

されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置

を講じなければならない。 

 

事業主が講ずべき措置の具体的な内容は、事業主が

職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用

管理上講ずべき措置等についての指針（平成１８年厚

生労働省告示第６１５号）及び事業主が職場における

優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関し

て雇用管理上講ずべき措置等についての指針（令和２

年厚生労働省告示第５号。以下「パワーハラスメント

指針」という。）特に留意されたい内容は以下のとおり

です。  

ａ 事業者の指針等の明確化及びその周知啓発  

職場におけるハラスメントの内容及び職場におけ

るハラスメントを行ってはならない旨の方針を明確

化し、従業者に周知・啓発すること。  

ｂ 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対

応するために必要な体制の整備  

   相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等

により、相談への対応のための窓口をあらかじめ定

め、労働者に周知すること。  

なお、パワーハラスメント防止のための事業主の方

針の明確化等の措置義務について、中小企業（医療・

介護を含むサービス業を主たる事業とする事業主につ

いては資本金５０００万円以下又は常時使用する従業

員の数が１００人以下の企業）は、令和４年４月１日

から義務化となり、それまでの間は努力義務とされて



 

いますが、適切な勤務体制の確保等の観点から必要な

措置を講じるよう努めてください。 

 

パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著

しい迷惑行為の防止のために、事業主が雇用管理上の配

慮として行うことが望ましい取組の例として、①相談に

応じ、適切に対応するために必要な体制の整備、②被害

者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談

対応、行為者に対して１人で対応させない等）及び③被

害防止のための取組（マニュアル作成や研修の実施等、

業種・業態等の状況に応じた取組）が規定されている。

介護現場では特に、利用者又はその家族等からのカスタ

マーハラスメントの防止が求められていることから、事

業主が講ずべき措置の具体的内容の必要な措置を講じる

にあたっては、「介護現場におけるハラスメント対策マ

ニュアル」、「（管理職・職員向け）研修のための手引

き」等を参考にした取組を行うことが望ましい。この

際、上記マニュアルや手引きについては、以下の厚生労

働省ホームページに掲載しているので参考にしてくださ

い。  

(https://www.mhlw.go.jp/stf/newspage_05120.html) 

 

 

業務継続

計画の策

定等 

居宅条例 

第 23条第１項 

居宅基準 

第 19条の 2 

第１項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居宅介護支援事業者は、感染症や非常災害の発生時にお

いて、利用者に対する居宅介護支援の提供を継続的に実施

するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るた

めの計画（以下、「業務継続計画」という。）を策定し、当

該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならな

い。 

 

業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。

なお、各項目の記載内容については、「 介護施設・事

業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務

継続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における

自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照して

ください。 

ア 感染症に係る業務継続計画 

ａ 平時からの備え（体制構築・整備、備蓄品の確

保等） 

ｂ 初動対応 

ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃

厚接触者への対応、関係者との情報共有等） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第３項 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 災害に係る業務継続計画 

ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、必要品

の備蓄等） 

ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体

制等） 

ｃ 他施設及び地域との連携 

 

居宅介護支援事業者は、介護支援専門員に対し、業務継

続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を

定期的に実施しなければならない。 

 

研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画

の具体的内容を職員間に共有するとともに、平常時の

対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励行を

行うものとします。  

職員教育を組織的に浸透させていくために、定期的

（年１回以上）な研修を開催するとともに、新規採用

時には別に研修を実施することが望ましい。また、研

修の実施内容についても記録してください。 

 

訓練（シミュレーション）においては、感染症や災

害が発生した場合において迅速に行動できるよう、業

務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感

染症や災害が発生した場合に実践するケアの演習等を

定期的（年１回以上）に実施するものとします。訓練

の実施は、机上を含めその実施手法は問わないもの

の、机上及び実地で実施するものを適切組み合わせな

がら実施することが効果的です。 

 

居宅介護支援事業者は、定期的に業務継続計画の見直し

を行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとす

る。 

 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置）  
附則（令和３年３月第６号）第３条により、施行の

日から令和６年３月３１日までの間、業務継続計画の

策定等について努力義務となっています。 

 

 

設備及び

備品等 

居宅条例 

第 24条 

居宅基準 

第 20条 

 宅介護支援事業者は、事業を行うために必要な広さの区

画を有するとともに、居宅介護支援の提供に必要な設備及

び備品等を備えなければならない。 

 

 



 

従業者の

健康管理 

居宅条例 

第 25条 

居宅基準 

第 21条 

居宅介護支援事業者は、介護支援専門員の清潔の保持及

び健康状態について、必要な管理を行わなければならな

い。 

感染症の

予防及び

まん延の

防止のた

めの措置 

居宅条例 

第 26条 

居宅基準 

第 21条の２ 

居宅介護支援事業者は、当該居宅介護支援事業所におい

て感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に

掲げる措置を講じなければならない。  

一 当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及

びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ

電話装置等を活用して行うことができるものとする。）

をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果

について、介護支援専門員に周知徹底を図ること。 

 

感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討

する委員会については、感染対策の知識を有する者を

含む、幅広い職種により構成することが望ましく、特

に、感染症対策の知識を有する者については外部の者

も含め積極的に参画を得ることが望ましい。構成メン

バーの責任及び役割分担を明確にするとともに、専任

の感染対策を担当する者を決めておくことが必要で

す。  

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置してい

る場合、これと一体的に設置・運営することとして差

し支えありません。また、事業所に実施が求められる

ものであるが、他のサービス事業者との連携等により

行うことも差し支えありません。  

感染対策委員会は、居宅介護支援事業所の従業者が

１名である場合は、感染症の予防及びまん延防止のた

めの指針を整備することで、委員会を開催しないこと

も差し支えありません。この場合にあっては、指針の

整備について、外部の感染管理等の専門家等と積極的

に連携することが望ましい。 

 

二 指定介護支援事業所における感染症の予防及びまん延   

の防止のための指針を整備すること。 

 

「感染症の予防及びまん延の防止のための指針」に

は、平常時の対策及び発生時の対応を規定してくださ

い。  

平常時の対策としては、事業所内の衛生管理（環境

の整備等）、ケアにかかる感染対策（手洗い、標準的な

予防策）等、発生時の対応としては、発生状況の把

握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町村にお

ける事業所関係課等の関係機関との連携、行政等への



 

報告等が想定されます。また、発生時における事業所

内の連絡体制や上記の関係機関への連絡体制を整備

し、明記しておくことも必要となります。  

なお、それぞれの項目の記載内容の例については、

「介護現場における感染対策の手引き」を参照してく

ださい。 

 

三 当該指定居宅介護支援事業所において、介護支援専門

員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のため研修及

び訓練を定期的に実施すること。 

 

介護支援専門員等に対する「感染症の予防及びまん

延の防止のための研修」の内容は、感染対策の基礎的

内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、当該

事業所における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生

的なケアの励行を行うものです。  
職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該

事業所が定期的な教育（年１回以上）を開催するとと

もに、新規採用時には感染対策研修を実施することが

望ましい。また、研修の実施内容についても記録する

とこが必要です。  
なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業

所の職員向け感染症対策力向上のための研修教材」等

を活用するなど、事業所内で行うものでも差し支えな

く、当該事業所の実態に応じて行ってください。  
また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想

定し、発生時の対応について、訓練（シミュレーショ

ン）を定期的（年１回以上）に行うことが必要です。

訓練においては、感染症発生時において迅速に行動で

きるよう、発生時の対応を定めた指針及び研修内容に

基づき、事業所内の役割分担の確認や、感染対策をし

た上でのケアの演習等を実施してください。  
訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わない

ものの、机上及び実地で実施するものを適切に組み合

わせながら実施することが適切です。 

 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る

経過措置）  
附則（令和３年３月第６号）第４条により、施行の

日から令和６年３月３１日までの間、感染症の予防及



 

びまん延の防止のための措置に係る経過措置について

努力義務となっています。 
 

掲示 居宅条例 

第 27条第１項 

居宅基準 

第 22条第１項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居宅介護支援事業者は、居宅介護支援事業所の見やすい

場所に、運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制そ

の他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる

重要事項を掲示しなければならない。 

 

掲示は、事業所内の目につきやすい場所に掲示する

ことがポイントです。壁に張り出したり、ファイルに

して設置してください。 

介護支援専門員の勤務の体制については、職種ご

と、常勤・非常勤ごと等の人数を掲示する趣旨であ

り、介護支援専門員の氏名まで掲示することまでは求

めていません。 

 

 

指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する事項を記載

した書面を当該指定居宅介護支援事業所に備え付け、か

つ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることによ

り、同項の規定による掲示に代えることができる。 

 

重要事項を記載したファイル等を介護サービスの利

用申込者、利用者又はその家族等が自由に閲覧可能な

形で事業所所内に備え付けることで同条第１項の掲示

に代えることができることを規定したものです。 
 

秘密保持 居宅条例 

第 28条第１項 

居宅基準 

第 23条第１項 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第３項 

 

居宅介護支援事業所の介護支援専門員その他の従業者

は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はそ

の家族の秘密を漏らしてはならない。 

 

 

居宅介護支援事業者は、介護支援専門員その他の従業者

であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利

用者又はその家族の秘密を漏らすことのないよう、必要な

措置を講じなければならない。 

 

必要な措置とは、従業者が従業者でなくなった後に

おいてもこれらの秘密を保持すべき旨を、従業者との

雇用時等に取り決め、例えば違約金についての定めを

置くなどの措置を指します。 

 

居宅介護支援事業者は、サービス担当者会議等におい

て、利用者の個人情報を用いる場合は当該利用者の同意



 

 

 

を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同

意を、あらかじめ文書により得ておかなければならない。 

 

 

広告 居宅条例 

第 29条 

居宅基準 

第 24条 

居宅介護支援事業者は、居宅介護支援事業所について広

告をする場合においては、その内容が虚偽又は誇大なもの

であってはならない。 

居宅サー

ビス事業

者等から

の利益収

受の禁止

等 

居宅条例 

第 30条第１項 

居宅基準 

第 25条第１項 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

 

同条・同基準 

第３項 

 

 

居宅介護支援事業者及び管理者は、居宅サービス計画の

作成又は変更に関し、当該居宅介護支援事業所の介護支援

専門員に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービ

スを位置付けるべき旨の指示等を行ってはならない。  

  

居宅介護支援事業所の介護支援専門員は、居宅サービス

計画の作成又は変更に関し、利用者に対して特定の居宅サ

ービス事業者等によるサービスを利用すべき旨の指示等を

行ってはならない。  

  

居宅介護支援事業者及びその従業者は、居宅サービス計

画の作成又は変更に関し、利用者に対して特定の居宅サー

ビス事業者等によるサービスを利用させることの対償とし

て、当該居宅サービス事業者等から金品その他の財産上の

利益を収受してはならない。 

 

事業者及び介護支援専門員に利益誘導のために特定

の居宅サービス事業者等によるサービスを位置付ける

旨の指示等を行うことを禁じた規定です。居宅サービ

ス計画があくまで利用者の解決すべき課題に即したも

のでなければならないという居宅介護支援の公正中立

の原則の遵守をうたったものであり、例えば、指定居

宅介護支援事業者又は指定居宅介護支援事業所の管理

者が、同一法人系列の居宅サービス事業者のみを位置

付けるように指示すること等により、解決すべき課題

に反するばかりでなく、事実上他の居宅サービス事業

者の利用を妨げることを指すものです。 

また、介護支援専門員は、居宅介護支援費の加算を

得るために、解決すべき課題に即さない居宅サービス

を居宅サービス計画に位置付けることがあってはなら

ないとされています。  

ましてや指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護

支援事業所の管理者は、当該居宅介護支援事業所の介

護支援専門員に同旨の指示をしてはならないとされて

います。 

 

 

 



 

苦情処理 居宅条例 

第 31条第１項 

居宅基準 

第 26条第１項 

 

 

同条・同基準 

第２項 

 

同条・同基準 

第３項 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第４項 

 

同条・同基準 

第５項 

 

 

 

 

同条・同基準 

第６項 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第７項 

居宅介護支援事業者は、自ら提供した居宅介護支援又は

自らが居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス等

（第６項において「指定居宅介護支援等」という。）に対

する利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応

しなければならない。  

  

居宅介護支援事業者は、前項の苦情を受け付けた場合

は、当該苦情の内容等を記録しなければならない。  

  

居宅介護支援事業者は、自ら提供した居宅介護支援に関

し、法第２３条の規定により町が行う文書その他の物件の

提出若しくは提示の求め又は町の職員からの質問若しくは

照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して町が行う調査

に協力するとともに、町から指導又は助言を受けた場合に

おいては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わな

ければならない。  

  

居宅介護支援事業者は、町からの求めがあった場合に

は、前項の改善の内容を町に報告しなければならない。  

  

居宅介護支援事業者は、自らが居宅サービス計画に位置

付けた法第４１条第１項に規定する指定居宅サービス又は

法第４２条の２第１項に規定する指定地域密着型サービス

に対する苦情の国民健康保険団体連合会への申立てに関し

て、利用者に対し必要な援助を行わなければならない。  

  

居宅介護支援事業者は、居宅介護支援等に対する利用者

からの苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う法第１

７６条第１項第３号の調査に協力するとともに、自ら提供

した居宅介護支援に関して国民健康保険団体連合会から同

号の指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は

助言に従って必要な改善を行わなければならない。  

  

居宅介護支援事業者は、国民健康保険団体連合会からの

求めがあった場合には、前項の改善の内容を国民健康保険

団体連合会に報告しなければならない。 

事故発生

時の対応 

居宅条例 

第 32条第１項 

居宅基準 

第 27条第１項 

 

同条・同基準 

第２項 

 

同条・同基準 

第３項 

 

 

居宅介護支援事業者は、利用者に対する居宅介護支援の

提供により事故が発生した場合には、速やかに、町、利用

者の家族等に連絡するとともに、必要な措置を講じなけれ

ばならない。  

  

居宅介護支援事業者は、前項の事故の状況及び当該事故

に際して採った処置について記録しなければならない。  

  

居宅介護支援事業者は、利用者に対する居宅介護支援の

提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償

を速やかに行わなければならない。 

 



 

 

 

 

 

 

事故発生時にはその事故の内容等を保険者へ報告す

ることが義務付けられています。報告までの手順を事

業所内で確認してください。詳細については別添資料

を参照。 

 

 

虐待の防

止 

居宅条例 

第 33条 

居宅基準 

第 27条の２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定居宅介護支援事業者は、虐待の発生又はその再発を

防止するため、次の各号に掲げる措置を講じなければなら

ない。 

 

虐待を未然に防止するための対策及び発生した場合

の対応等の実効性を高め、利用者の尊厳の保持・人格

の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から指定居

宅介護支援事業所における虐待の防止に関する措置を

講じるものとします。 

・虐待等の未然防止 

指定居宅介護支援事業者は高齢者の尊厳保持・人格

尊重に対する配慮を常に心がけながらサービス提供に

あたる必要があり、第３条の基本方針に位置付けられ

ているとおり、研修等を通じて、従業者にそれらに関

する理解を促す必要があります。 

・虐待等の早期発見 

虐待等又はセルフ・ネグレクト等の虐待に準ずる事

案を発見しやすい立場にあることから、これらを早期

に発見できるよう、必要な措置（虐待などに対する相

談体制等）が取られていることが望ましい。また、利

用者及びその家族からの虐待等に係る相談、利用者か

ら市町村への虐待の届出について、適切な対応をする

こと。 

・虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に

通報される必要があり、指定居宅介護支援事業者は当

該通報の手続が迅速かつ適切に行われ、市町村等が行

う虐待等に対する調査等に協力するよう努めることと

します。 

 

一 当該指定居宅介護支援事業所における虐待の防止のた

めの対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。）を定期的に開催する

とともに、その結果について、介護支援専門員に周知徹

底を図ること。 

 

「虐待の防止のための対策を検討する委員会」（以

下「虐待防止検討委員会」という。）は、虐待等の発

生の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合は



 

その再発を確実に防止するための対策を検討する委員

会であり、管理者を含む幅広い職種で構成します。構

成メンバーの責務及び役割分担を明確にするととも

に、定期的に開催することが必要です。また、事業所

外の虐待防止の専門家を委員として積極的に活用する

ことが望ましいです。 

一方、虐待等の事案については、虐待等に係る諸般

の事情が、複雑かつ機微なものであることが想定され

るため、その性質上、一概に従業者に共有されるべき

情報であるとは限られず、個別の状況に応じて慎重に

対応することが重要です。 

なお、虐待防止検討委員会は、他の会議体を設置し

ている場合、これと一体的に設置・運営することとし

て差し支えありません。また、事業所に実施が求めら

れるものでありますが、他のサービス事業者と連携に

より行うことも差し支えありません。 

虐待防止検討委員会は、具体的には、次のような事

項について検討することとします。その際、そこで得

た結果は、従業者に周知徹底を図る必要があります。 

一 虐待防止検討委員会そのた事業所内 の組織に関す

ること 

二 虐待の防止のための指針の整備に関すること 

三 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること 

四 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制

整備に関すること 

五 従業者が虐待等を把握した場合に、市町村へ通報

が迅速かつ適切に行われるための方法に関すること 

六 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析か

ら得られる再発の勝實な防止策に関すること 

七 前号の再発の防止策を講じた際に、その効果につ

いての評価に関すること 

 

二 当該指定居宅介護支援事業所における虐待の防止のた

めの指針を整備すること。 

 

「虐待の防止のための指針」には、次のような項目

を盛り込むこととします。 

一 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方 

二 虐待防止検討員会その他事業所内の組織に関する

事項 

三 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 

四 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方 

 針 

五 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する

事項 

六 成年後見制度の利用支援に関する事項 

七 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 



 

八 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 

九 その他虐待の防止の推進のために必要な事項 

 

三 当該指定居宅介護支援事業所において、介護支援専門

員に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する

こと。 

 

「虐待の防止のための指針」には、次のような項目 

を盛り込むこととします。 

一 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方 

二 虐待防止検討員会その他事業所内の組織に関する

事項 

三 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 

四 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方 

 針 

五 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する

事項 

六 成年後見制度の利用支援に関する事項 

七 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 

八 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 

九 その他虐待の防止の推進のために必要な事項 

 

四 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を

置くこと。 

 

虐待を防止するための体制として、適切に実施する

ため、専任の担当者を置くことが必要です。当該担当

者としては、虐待防止検討員会の責任者と同一の従業

者が務めることが望ましいです。 

 

（虐待の防止に係る経過措置） 

当該義務付けの適用に当たっては、附則（令和３年

３月第６号）第２条により、３年間の経過措置を設け

ており、令和６年３月３１日までの間は、努力義務と

されています。 

 

 

会計の区

分 

居宅条例 

第 34条 

居宅基準 

第 28条 

居宅介護支援事業者は、事業所ごとに経理を区分すると

ともに、指定居宅介護支援の事業の会計とその他の事業の

会計とを区分しなければならない。 

 

 

 

 

 



 

記録の整

備 

居宅条例 

第 35条第１項 

居宅基準 

第 29条第１項 

 

同条・同基準 

第２項 

居宅介護支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計に

関する諸記録を整備しておかなければならない。 

 

 

 

居宅介護支援事業者は、利用者に対する居宅介護支援の

提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から

５年間保存しなければならない。 

一 第１６条第１３号に規定する指定居宅サービス事業者

等との連絡調整に関する記録 

二 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した居宅介

護支援台帳 

ア 居宅サービス計画 

イ 第１６条第７号に規定するアセスメントの結果の記 

 録 

ウ 第１６条第９号に規定するサービス担当者会議等の 

記録 

エ 第１６条第１５号に規定するモニタリングの結果の

記録 

三 第１９条に規定する町への通知に係る記録 

四 第３１条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

五 第３２条第２項に規定する事故の状況及び事故に際し

て採った処置についての記録 

準用 居宅条例 

第 36条 

居宅基準 

第 30条 

第３条、第２章及び前章(第３１条第６項及び第７項を

除く。)の規定は、基準該当居宅介護支援の事業について

準用する。この場合において、第７条第１項中「第２１

条」とあるのは「第３６条において準用する第２１条」

と、第１３条第１項中「指定居宅介護支援(法第４６条第

４項の規定に基づき居宅介護サービス計画費(法第４６条

第２項に規定する居宅介護サービス計画費をいう。以下同

じ。)が当該指定居宅介護支援事業者に支払われる場合に

係るものを除く。)」とあるのは「基準該当居宅介護支

援」と、「居宅介護サービス計画費の額」とあるのは「法

第４７条第３項に規定する特例居宅介護サービス計画費の

額」と読み替えるものとする。 

電磁的記

録等 

居宅条例 

第 37条第１項 

居宅基準 

第 31条第１項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に

当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののう

ち、この条例の規定において書面(書面、書類、文書、謄

本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚

によって認識することができる情報が記載された紙その他

の有体物をいう。以下この条において同じ。)で行うこと

が規定されている又は想定されるもの(第１０条(第３６条

において準用する場合を含む。)及び第１６条第２８号(第

３６条において準用する場合を含む。)並びに次項に規定

するものを除く。)については、書面に代えて、当該書面

に係る電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式で作られる記録



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同条・同基準 

第２項 

 

 

 

 

 

 

 

 

であって、電子計算機による情報処理の用に供されるもの

をいう。)により行うことができる。 

 

指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提

供に当たる者（以下「事業者等」という。）の書面の

保存等に係る負担の軽減を図るため、事業者等は、こ

の条例で規定する書面（被保険者証に関するものを除

く。）の作成、保存等を次に掲げる電磁的記録により

行うことができることとしたものです。 

一 電磁的記録による作成は、事業者等の使用に係る

電子計算機に備えられたファイルに記録する方法ま

たは磁気ディスク等をもって調製する方法によるこ

と。 

二 電磁的記録による保存は、以下のいずれかの方法

によること。 

ア 作成された電磁的記録を事業者等の使用に係る

電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディス

ク等をもって調製するファイルにより保存する方

法 

イ 書面に記載されている事項をスキャナ等により

読み取ってできた電磁的記録を事業者等の使用に

係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気デ

ィスク等をもって調製するファイルにより保存す

る方法 

三 その他において電磁的記録により行うことができ

るとされているものは、一及び二に準じた方法によ

ること。 

四 また、電磁的記録により行う場合は、個人情報保

護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者にお

ける個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」

及び厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関

するガイドライン」等を遵守すること。 

 

指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援の提供に

当たる者は、交付、説明、同意、承諾その他これらに類す

るもの(以下「交付等」という。)のうち、この条例の規定

において書面で行うことが規定されている又は想定される

ものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面

に代えて、電磁的方法(電子的方法、磁気的方法その他人

の知覚によって認識することができない方法をいう。)に

よることができる。 

 

利用者及びその家族等（以下「利用者等」とい

う。）の利便性向上並びに事業者等の業務負担軽減等

の観点から、事業者等は、書面で行うことが規定され

ている又は想定される交付等（交付、説明、同意、承

諾、締結その他これに類するものをいう。）につい



 

て、事前に利用者等の承諾を得た上で、次に掲げる電

磁的方法によることができることとしたものです。 

一 電磁的方法による交付は、条例第７条第２項から

第８項までの規定に準じた方法によること。 

二 電磁的方法による同意は、例えば電子メールによ

り利用者等が同意の意思表示をした場合等が考えら

れること。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和２

年６月１９日内閣府・法務省・経済産業省）」を参

考にすること。 

三 電磁的方法による締結は、利用者等・事業者等の

間の契約関係を明確にする観点から、書面における

署名又は記名・押印に代えて、電子署名を活用する

ことが望ましいこと。なお、「押印についてのＱ＆

Ａ（令和２年６月１９日内閣府・法務省・経済産業

省）」を参考にすること。 

四 その他において電磁的方法によることができると

されているものは、一から三までに準じた方法によ

ること。ただし、条例又は通知の規定により電磁的

方法の定めがあるものについては、当該定めに従う

こと。 

五 また、電磁的方法による場合は、個人情報保護委

員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における

個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」及び

厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関する

ガイドライン」等を遵守すること。 

 

 

 

 

 



 

 

 
軽度者に対する福祉用具貸与について 

  
三戸町の軽度者に対する福祉用具貸与については、老企第３６号 第２の９（２）の通知に基

づき、別添「軽度者に係る福祉用具貸与に関する確認申請書」により保険者確認を行っていま

す。  
 

算定の可否の判断基準  
要支援１･２、要介護１の者（以下「軽度者」という。）に係る指定福祉用具貸与費について

は、その状態像から見て使用が想定しにくい「車いす」、「車いす付属品」、「特殊寝台」、「特殊

寝台付属品」、「床ずれ防止用具」、「体位変換器」、「認知症老人徘徊感知機器」及び「移動用リ

フト」（以下「対象外種目」という。）に対しては、原則として保険給付の対象外となります。  
しかしながら利用者等告示第３１号のイで定める状態像に該当する者については、軽度者

（自動排泄処理装置については、要介護２及び要介護３の者を含む。以下（２）において同

じ。）であっても、その状態像に応じて利用が想定される対象外種目について指定福祉用具貸与

費の算定が可能であり、その判断については、次のとおりとなります。  
 
① 原則として次の表の定めるところにより、「要介護認定等基準時間の推計の方法」（平成１

１年厚生省告示第９１号）別表第１の調査票のうち基本調査の直近の結果（以下単に「基本

調査の結果」という。）を用い、その要否を判断するものとする。  
ただし、別表第１のうち、アの（二）「日常生活範囲における移動の支援が特に必要と認め

られる者」及びオの（三）「生活環境において段差の解消が必要と認められる者」について

は、該当する基本調査結果がないため、主治の医師から得た情報及び福祉用具専門相談員の

ほか軽度者の状態像について適切な助言が可能な者が参加するサービス担当者会議等を通じ

た適切なケアマネジメントにより指定居宅介護支援事業者が判断することとなる。なお、こ

の判断の見直しについては、居宅サービス計画に記載された必要な理由を見直す頻度（必要

に応じて随時）で行うこととする。 

 

 
  
別表第１  

対象外種目  厚生労働大臣が定める者のイ  
厚生労働大臣が定める者のイ

に該当する基本調査の結果  

ア 車いす及び車いす付属

品  
次のいずれかに該当する者  
（一）日常的に歩行が困難な者  

基本調査１－７  
「３．できない」  

（二）日常生活範囲における移動の

支援が特に必要と認められる者  －  



 

 

イ 特殊寝台及び特殊寝台

付属品  
次のいずれかに該当する者  
（一）日常的に起きあがりが困難な

者  

基本調査１－４「３．できな

い」  

（二）日常的に寝返りが困難な者  基本調査１－３「３．できな

い」  

ウ 床ずれ防止用具及び体

位変換器  
日常的に寝返りが困難な者  基本調査１－３「３．できな

い」  

エ 認知症老人徘徊感知機

器  
次のいずれにも該当する者  
  
（一）意思の伝達、介護者への反

応、記憶・理解のいずれかに支障が

ある者  

基本調査３－１  
「１．調査対象者が意思を他

者に伝達できる」以外  又は  
本調査３－２～３－７のいず

れか  
「２．できない」又は  
基本調査３－８～４－１５の

いずれか  
「１．ない」以外  
その他、主治医意見書におい

て、認知症の症状がある旨が

記載されている場合も含む。  

（二）移動において全介助を必要と

しない者  
基本調査２－２  
「４．全介助」以外  

オ 移動用リフト（つり具

の部分を除く。）  
次のいずれかに該当する者  
（一）日常的に立ち上がりが困難な

者  

基本調査１－８「３．できな

い」  

（二）移乗が一部介助又は全介助を

必要とする者  
基本調査２－１  
「３．一部介助」又は「４．

全介助」  

（三）生活環境において段差の解消 
が必要と認められる者  
  

－  

カ 自動排泄処理装置  次のいずれにも該当する者  
（一）排便が全介助を必要とする者 

基本調査２－６ 「４．全介

助」  

（二）移乗が全介助を必要とする者 基本調査２－１ 「４．全介

助」  

 



 

 

② また、①にかかわらず、次のⅰ）からⅲ)までのいずれかに該当する旨が医師の医学的な所

見に基づき判断され、かつ、サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより

福祉用具貸与が特に必要である旨が判断されている場合にあっては、これらについて、市町

村が書面等確実な方法により確認することにより、その要否を判断することができる。この

場合において、当該医師の医学的な所見については、主治医意見書による確認のほか、医師

の診断書又は担当の介護支援専門員が聴取した居宅サービス計画に記載する医師の所見によ

り確認する方法でも差し支えない。  
 

ⅰ） 疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯によって、頻

繁に利用者等告示第３１号のイに該当する者  
（例 パーキンソン病の治療薬によるＯＮ・ＯＦＦ現象） 

ⅱ）  疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに利用者等告示第３１ 
号のイに該当することが確実に見込まれる者  
（例 がん末期の急速な状態悪化）  

ⅲ） 疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回避等医学的判

断から利用者等告示第３１号のイに該当すると判断できる者   
（例 ぜんそく発作等による呼吸不全、心疾患による心不全、嚥下障害による誤嚥性肺

炎の回避）  
 

注：括弧内の状態は、あくまでもｉ)～ⅲ)の状態の者に該当する可能性のあるものを例示したに

すぎない。また、逆に括弧内の状態以外の者であっても、ｉ)～ⅲ)の状態であると判断される場

合もありうる。  
 

軽度者に対する福祉用具貸与に係る医師の所見の聴取について 

軽度者に対する福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与の例外的な給付については、上記の

ⅰ）～ⅲ）の状態像に当てはまることが、医師の医学的な所見に基づき判断されていることが

必要です。 

そのため、確認申出時に必要な「医師の医学的な所見が確認できる書面」については、疾病

名や福祉用具の必要性の記載だけでなく、医学的な所見が示されていることが求められていま

す。 

医師の所見の聴取のポイント 

 少なくとも、①疾病名を含む医学的な所見と②該当する状態（例 寝返りが困難、もしく

は医学的に禁止されている等）を具体的に聴取し、その結果③ⅰ）～ⅲ）のどの状態像に該当

するかについて、医師の明確な判断を得ることが必要です。 

医師から文書での所見を得たものの、この３点が明記されておらず、客観的に、医師の所見

によりⅰ）～ⅲ）に当てはまると判断されているといえない場合には、別途、医師に確認を行

い（電話・ＦＡＸ・面接等方法は問いません）、確認した内容を記録したものを添付書類として



 

 

ください。主治医意見書、診断書等についても同様に、この３点が明記されている場合に、添

付書類とすることができます。 

なお、記録に当たっては、聴取日時・聴取方法・医師氏名を明記し、それぞれの状態像につ

いて、次の参考例のような記載を心がけてください。 

 

（参考例） 

①疾病名 で、（医学的な所見）のため、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯によっ

て頻繁に、②状態 が困難な状態にあり、③ⅰ）の状態像 に該当する者と判断できることを

令和９９年９９月９９日に病院名・医師氏名に確認方法で意見を聴取した。 

①疾病名 で、（医学的な所見）のため、状態が急速に悪化し、短期間のうちに、②状態 が

困難な状態に至ることが確実に見込まれ、③ⅱ）の状態像 に該当する者と判断できることを

令和９９年９９月９９日に病院名・医師氏名に確認方法で意見を聴取した。 

①疾病名 で、（医学的な所見）のため、身体への重大な危険性又は症状の重篤化を回避する

ため、医学的な判断から②状態 をすべきではなく、③ⅲ）の状態像 に該当する者と判断で

きることを令和９９年９９月９９日に病院名・医師氏名に確認方法で意見を聴取した。 

（記載例１） 

 両肘の関節リウマチであり、朝は特に痛みが激しくベッドからの起き上がりが困難。状態

が変動しやすく、時間帯によって頻繁に、起き上がりが困難な状態にあり、ⅰ）の状態像に該

当する者と判断できることを令和９９年９９月９９日に○○病院△△医師に電話で意見を聴取

した。 

（記載例２） 

 心疾患による心不全があり、発作の危険性があるため、自力での起き上がりを禁止されて

いる。状態像ⅲ）の身体への重大な危険性の回避から、ベッドからの起き上がりができないと

判断できる者である、と意見を聴取した。（令和９９年９９月９９日に○○病院△△医師にＦＡ

Ｘで確認） 

 

確認申請書の提出について  

「① 算定の可否の判断基準」（以下「判断基準」という。）に規定する身体状態に合致する場

合については、確認依頼書の提出は「不要」です。  

ただし、判断基準を必ず確認し、支援経過等必要な記録が無ければ、保険給付の対象外とな

ります。  

なお、判断基準に合致しない場合については、確認申請書の提出をお願いします。提出が無

い場合は、判断基準の確認を行っていないと判断されますので、ご注意ください。 

 

 

 



 

 

◎軽度者に係る福祉用具貸与に関する確認申請書  

 

  
 



 

 

介護保険事業者における事故発生時の報告取扱いについて 

 

介護保険法に基づきサービスを提供している事業所は、各指定基準で事故発生時には市町村

に報告しなければならないこととなっております。そのため、三戸町における事故発生時の報

告取扱いについて次のとおりとなります。  

 

１ 対 象  

① 三戸町の被保険者に対して介護サービスを提供するもの 

② 三戸町内を所在地とする介護保険法（平成９年法律第１２３号）における指定居宅サー

ビス事業者、指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、介護保険施設、

指定介護予防サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者、指定介護予防支

援事業者及び介護予防・生活支援サービス事業者並びに指定通所介護事業者等で提供する

宿泊サービスを提供する事業者  

  

２ 報告の範囲  

 各事業者は、次の場合、関係市町村（三戸町及び被保険者の属する市町村）へ報告を行う

こととする。  

（１） サービス提供中の利用者の怪我又は死亡事故の発生 

ア 「サービス提供中」とは、送迎・通院等を含む。 

イ 「怪我」とは、転倒又は転落に伴う骨折及び出血、火傷、誤嚥、誤薬等で医療機関に

おいて治療（当該施設内及び併設医療機関での医療処置を含む。）又は入院したものを原

則とする。 

ウ 怪我、死亡事故等については、事業者側の責任や過失の有無は問わず、利用者の自己

責任及び第三者の過失による事故を含む。 

エ 利用者が病気等により死亡した場合であっても、死因等に疑義が生じる可能性のある

ときは報告すること。 

（２） 感染症、食中毒の発生又はそれが疑われる事例 

ア 感染症とは、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 １０年

法律第１１４号）第６条１項に規定する感染症のうち、５類感染症以外のものとする。

ただし、５類感染症であっても、 インフルエンザ又は感染性胃腸炎は報告の対象とす

る 。 

イ 報告の基準は、次のいずれかに該当する場合とする。 

（ⅰ） 同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又は重

篤患者が１週間以内に２名以上発生した場合 

（ⅱ） 同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそれが疑われる者が１０名以上又は全

利用者の半数以上発生した場合 

（ⅲ） （ⅰ）又は（ⅱ）に該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る感染

症等の発生が疑われ、 特に管理者が報告を必要と認めた場合 



 

 

ウ 関連する法に届出義務が規定されている場合には、これに従うこと。 

（３） 利用者が行方不明となった場合 

ア 行方不明となったその当日中に発見できなかった場合 

イ 警察に捜索願を届け出た場合 

（４） 従業員の法令違反、不祥事等があった場合 

（５） 火災、地震、風水害、その他これらに類する災害による被害があった場合 

（６） その他、報告が必要と認められる事故が発生した場合 

（７） 上記のほか、サービスの提供において利用者の処遇に著しい影響を与えた場合 

 

３ 報告の手順  

報告の手順は、次のとおりとする。 

（１） 事業者は、前条に定める事故が発生した場合は、第一報を速やかに当該利用者の家

族等に連絡するとともに、三戸町に対して事故報告書により報告するものとする。そ

の際、少なくとも事故報告書内の１から６の項目までについて可能な限り記載し、事

故発生後速やかに、遅くとも５日以内を目安に、電子メール等で提出すること。ただ

し、前条に定める死亡事故、感染症、食中毒又はその他重大事故の発生の場合は、事

故発生後速やかに電話にて報告したうえで、事故報告書を提出するものとする。 

（２） 事業者は、前号で定める第一報後において、状況の変化等必要に応じて、追加の報

告を行い、事故の原因分析や再発防止策等については、作成次第報告するものとす

る。 

 

４ 報告先 

三戸町健康推進課高齢者支援班  

  〒０３９－０１９８  

   三戸郡三戸町大字在府小路町４３番地 

電話  ０１７９－２０－１１５３（直通）  

FAX    ０１７９－２０－１１０５  

    メールアドレス  kaigo@town.sannohe.lg.jp  

  
  注 報告には利用者の個人情報が含まれるため、取扱いについては十分注意すること。 

 



 

 

 



 

 

  
 

  



 

 

 



 

 

２ 指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準   
  

(厚生労働省告示第２０号) 
一 指定居宅介護支援に要する費用の額は、指定居宅介護支援介護給付費単位数表により算定

するものとする。  
二 指定居宅介護支援に要する費用の額は、別に厚生労働大臣が定める１単位の単価に別表に

定める単位数を乗じて算定するものとする。  
三 前二号の規定により指定居宅介護支援に要する費用の額を算定した場合において、その額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てて計算するものとする。  
  
指定居宅介護支援介護給付費単位数表  
居宅介護支援費（１月につき）（１単位の単価区分：その他 10 円）  
（１）居宅介護支援費（Ⅰ）  

  取扱件数  要介護１ 

要介護２  

要介護３ 

要介護４ 

要介護５  

居宅介護支援費（ⅰ）  40 件未満  1,076 単位  1,398 単位  

居宅介護支援費（ⅱ）  
40 件以上～  
60 件未満  539 単位  698 単位  

居宅介護支援費（ⅲ）  60 件以上  323 単位  418 単位  

  
（２）居宅介護支援費（Ⅱ）  

  取扱件数  要介護１ 

要介護２ 

要介護３ 

要介護４ 

要介護５  

居宅介護支援費（ⅰ）  45 件未満  1,076 単位  1,398 単位  

居宅介護支援費（ⅱ）  
45 件以上～  
60 件未満  522 単位  677 単位  

居宅介護支援費（ⅲ）  60 件以上  313 単位  406 単位  

※情報通信機器（人工知能関連技術を活用したものを含む。）の活用又は事務職員の配置を

行っている指定居宅介護支援事業者が、利用者に対して指定居宅介護支援を行い、かつ、

月の末日において基準第14条第１項の規定により、同項に規定する文書を提出している場

合について、それぞれ所定単位数を算定することができる。  
  



 

 

（１） 基本単位について  

  
居宅介護支援費  
居宅介護支援費は、利用者に対して居宅介護支援を行い、かつ、月の末日において給付管理

票を提出している事業者について、上記区分に従い、所定単位数を算定する。  
  

取扱件数の取扱い  
ア 基本単位の居宅介護支援費(ⅰ)、居宅介護支援費(ⅱ)、居宅介護支援費(ⅲ)を区分するた

めの取扱件数の算定方法は、当該居宅介護支援事業所全体の利用者（月末に給付管理を行

っている者をいう。）の総数に介護予防支援事業者から委託を受けた介護予防支援に係る利

用者の数に２分の１を乗じた数を加えた数を当該事業所の常勤換算方法により算定した介

護支援専門員の員数で除して得た数とする。   
イ 情報通信機器（人工知能関連技術を含む）の活用  

情報通信機器（人工知能関連技術を含む）については、当該事業所の介護支援専門員が

行う指定居宅介護支援等基準第１３条に掲げる一連の業務等の負担軽減や効率化に資する

ものとするが、具体的には、例えば、  
・該当事業所内外や利用者の情報を共有できるチャット機能のアプリケーションを備えた

スマートフォン  
・訪問記録を随時記載できる機能（音声入力も可）のソフトウエアを組み込んだタブレッ

ト等とする。  
この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の

適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガ

イドライン」等を遵守すること。   
ウ 事務職員の配置  

事務職員については、当該事務所の介護支援専門員が行う指定介護支援等基準第１３ 
条に掲げる一連の業務等の負担軽減や効率化に資する職員とするが、その勤務形態は常勤

の者でなくても差し支えない。なお、当該事務所内の配置に限らず、同一法人内の配置で

も認められるが、常勤換算で介護支援専門員１人あたり、１月２４ 時間以上の勤務を必

要とする。   
エ 居宅介護支援費の割り当て  

居宅介護支援費(ⅰ)、(ⅱ)又は(ⅲ)の利用者ごとの割り当てに当たっては、利用者の契

約日が古いものから順に、１件目から 39 件目（常勤換算方法で１を超える数の介護支

援専門員がいる場合にあっては、40 にその数を乗じた数から１を減じた件数まで）に

ついては居宅介護支援費(ⅰ)を算定し、40 件目（常勤換算方法で１を超える数の介護

支援専門員がいる場合にあっては、40 にその数を乗じた件数）以降については、取扱

件数に応じ、それぞれ居宅介護支援費(ⅱ)又は(ⅲ)を算定すること。  

ただし、居宅介護支援費（Ⅱ）を算定する場合は、「39 件目」を「44 件目」、「40」
を「45」と読み替える。  



 

 

●月の途中で、利用者が死亡し、又は施設に入所した場合等  
死亡、入所等の時点で居宅介護支援を行っており、かつ、当該月分の給付管理票を国保連に

届け出ている事業者について、居宅介護支援費を算定する。  
  

●月の途中で、事業者の変更がある場合  
利用者に対して、月末時点で居宅介護支援を行い給付管理票を国保連に提出する事業者につ

いて居宅介護支援費を算定する趣旨であるため、月の途中で事業者の変更があった場合には、

変更後の事業者についてのみ居宅介護支援事業費を算定するものとする。 
（ただし、月の途中で他の市町村に転出した場合を除く。）  

  
●月の途中で、要介護度に変更があった場合  
要介護１又は要介護２と、要介護３から要介護５までは、単位数が異なることから、要介護

１又は２から要介護３以上に変更となった場合には、月末における要介護度区分に応じた報酬

を請求するものとする。  
  

●月の途中で、他の市町村に転出する場合  
利用者が月の途中に他の市町村に転出する場合には、転出の前後それぞれの支給限度額は、

それぞれの市町村で別々に管理することとなることから、転入日の前日までの給付管理票と転

入日以降の給付管理票は別々に作成する。  
この場合、それぞれの給付管理票を同一の居宅介護支援事業者が作成した場合であっても、

それぞれについて居宅介護支援費が算定されるものとする。  
  

●サービス利用票を作成した月において利用実績がない場合  
サービス利用票の作成が行われなかった月及びサービス利用票を作成した月においても利用

実績がない月については、給付管理票を作成できないため、居宅介護支援費は請求できない。  
ただし、病院若しくは診療所又は地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設（以下

「病院等」という。）から退院又は退所する者等であって、医師が一般に認められている医学的

知見に基づき回復の見込みがないと診断した利用者については、当該利用者に対してモニタリ

ング等の必要なケアマネジメントを行い、給付管理表の作成など、請求にあたって必要な書類

の整備を行っている場合は請求することができる。なお、その際は居宅介護支援費を算定した

旨を適切に説明できるよう、個々のケアプラン等において記録を残しつつ、居宅介護支援事業

所において、それらの書類等を管理しておくこと。  
  



 

 

（２） 加算について  

初回加算（３００単位／１月）   

事業所において、新規に居宅サービス計画を作成する利用者に対して、指定居宅介護

支援を行った場合についてはその他の別に厚生労働大臣が定める基準に適合する場合は

１月につき所定単位数を加算する。  
  

厚生労働大臣が定める基準に適合する場合： 

次のいずれかに該当する場合  
イ 新規に居宅サービス計画を作成する利用者に対し居宅介護支援を行った場合 

ロ 要介護状態区分が２区分以上変更された利用者に対し指定居宅介護支援を行    

った場合  
  

 具体的には、  
 ①新規に居宅サービス計画を作成する場合  
 ②要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画を作成する場合  
 ③要介護状態区分が２区分以上変更された場合に居宅サービス計画を作成する場合 

  
特定事業所加算  

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長（特別区の区長を

含む。以下同じ。）に届け出た指定居宅介護支援事業所は、当該基準に掲げる区分に従

い、１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算

を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。  
       

イ 特定事業所加算（Ⅰ） ５０５単位      

ロ 特定事業所加算（Ⅱ） ４０７単位       

ハ 特定事業所加算（Ⅲ） ３０９単位 

ニ 特定事業所加算（Ａ） １００単位  

●特定事業所加算の取扱いについて  

（１）趣旨  

特定事業所加算制度は、中重度者や支援困難ケースへの積極的な対応や、専門

性の高い人材の確保、質の高いケアマネジメントを実施している事業所を評価

し、地域における居宅介護支援事業所のケアマネジメントの質の向上に資するこ

とを目的とするものである。  

  

（２）基本的取扱方針  

   特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ）又は（Ａ）の対象となる事業所について

は、  



 

 

・公正中立性を確保し、サービス提供主体からも実質的に独立した事業所であ

ること  

・常勤かつ専従の主任介護支援専門員及び介護支援専門員が配置され、どのよ

うな支援困難ケースでも適切に処理できる体制が整備されている、いわばモ

デル的な居宅介護支援事業所であること 

が必要となる。  

本制度については、こうした基本的な取扱方針を十分に踏まえ、（１）に掲

げる趣旨に合致した適切な運用を図られるよう留意されたい。  

  

（３）厚生労働大臣の定める基準や具体的運用方針  

大臣基準告知第 84 号に規定する各要件の取扱については、次に定めるとこ

ろによること。  

   

イ 特定事象所加算（Ⅰ）５０５単位 

次のいずれにも該当すること 

（１）専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介護支援専門員を２名以

上配置していること。  

なお、常勤かつ専従の主任介護支援専門員については、当該指定居宅介護

支援事業所の業務に支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所の職務

を兼務しても差し支えないものとする。  

（２）専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を３名以上配

置していること。 

    なお、常勤かつ専従の介護支援専門員３名とは別に、主任介護支援専門員

２名を置く必要があること。したがって、当該加算を算定する事業所におい

ては、少なくとも主任介護支援専門員２名及び介護支援専門員３名の合計５

名を常勤かつ専従で配置する必要がある。  

（３）利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達唐

を目的とした会議を定期的に開催すること。  

「利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達

等を目的とした会議」とは、次の要件を満たすものでなければならないこ

と。  

ア 議題については、少なくとも次のような議事を含めること。  

（１） 現に抱える処遇困難ケースについての具体的な処遇方針  

（２） 過去に取り扱ったケースについての問題点及びその改善方策  

（３） 地域における事業者や活用できる社会資源の状況  

（４） 保健医療及び福祉に関する諸制度  

（５） ケアマネジメントに関する技術  

（６） 利用者からの苦情があった場合は、その内容及び改善方針  

（７） その他必要な事項  

イ 議事については、記録を作成し、２年間保存（三戸町は条例で５年間と

規定）しなければならないこと。 

ウ 「定期的」とは、概ね週１回以上であること。また、会議は、テレビ電

話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護

委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取



 

 

扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に

関するガイドライン」等を遵守すること。 

（４）時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体

制を確保していること。  

２４時間連絡可能な体制とは、常時、担当者が携帯電話等により連絡を取る

ことができ、必要に応じて相談に応じることが可能な体制をとる必要があるこ

とを言うものであり、当該事業所の介護支援専門員が輪番制による対応等も可

能であること。  

なお、特定事業所加算（Ａ）を算定する事業所については、携帯電話等の転

送による対応等も可能であるが、連携先事業所の利用者に関する情報を共有す

ることから、指定居宅介護支援基準第 23 条の規定の遵守とともに、利用者又

はその家族に対し、当該加算算定事業所である旨及びその内容が理解できるよ

う説明を行い、同意を得ること。  

（５）算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介護状態区分が要介護３、要

介護４又は要介護５である者の占める割合が、４０％以上であること。  

要介護３、要介護４又は要介護５の者の割合が４０％以上であることにつ

いては、毎月その割合を記録しておくこと。  

なお、特定事業所加算を算定する事業所については、積極的に支援困難ケ

ースに取り組むべきこととされているものであり、こうした割合を満たすの

みではなく、それ以外のケースについても、常に積極的に支援困難ケースを

受け入れるべきものであること。  

また、（７）の要件のうち、「地域包括支援センターから支援が困難な事例

を紹介された場合」に該当するケースについては、例外的に（５）の４０％

要件の枠外として取り扱うことが可能であること（すなわち、当該ケースに

ついては、要介護３、要介護４又は要介護５の者の割合の計算の対象外とし

て取り扱うことが可能）。  

（６）当該指定居宅介護支援事業所における介護支援専門員に対し、計画的に研

修を実施していること。  

「計画的に研修を実施していること」とは、当該事業所における介護支援

専門員の資質向上のための研修体系と当該研修実施のための勤務体制の確保

を定めるとともに、介護支援専門員について個別具体的な研修の目標、内

容、研修期間、実施時期等について、毎年度少なくとも次年度が始まるまで

に次年度の計画を定めなければならない。また、管理者は、研修目標の達成

状況について、適宜、確認し、必要に応じて改善措置を講じなければならな

いこと。  

なお、年度の途中で加算取得の届出をする場合にあっては、当該届出を行

うまでに当該計画を策定すればよいこと。 

なお、特定事業所加算（Ａ）を算定する事業所については、連携先事業所

との共同開催による研修実施も可能である。 

（７）地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合において

も、当該支援が困難な事例に係る者に指定居宅介護支援を提供しているこ

と。  



 

 

特定事業所加算算定事業所については、自ら積極的に支援困難ケースを受

け入れるものでなければならず、また、そのため、常に地域包括支援センタ

ーとの連携を図らなければならないこと。  

（８）地域包括支援センター等が実施する事例検討会等に参加していること。  

（９）居宅介護支援費に係る運営基準減算又は特定事業所集中減算の摘要を受け

ていないこと。  

特定事業所加算の趣旨を踏まえ、単に減算の適用になっていないのみなら

ず、特定事業所加算の趣旨を踏まえた、中立公正を確保し、実質的にサービ

ス提供事業者からの独立性を確保した事業所である必要があること。  

（１０）指定居宅介護支援事業所において指定居宅介護支援の提供を受ける利用

者数が当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員１人当たり４０名未満

であること。ただし、居宅介護支援費（Ⅱ）を算定している場合は４５名未

満であること。  

取り扱う利用者数については、原則として事業所単位で平均して介護支援

専門員１名当たり４０名未満（居宅介護支援費（Ⅱ）を算定している場合は 

４５名未満）であれば差し支えないこととする。  

ただし、不当に特定の者に偏るなど、適切なケアマネジメントに支障がで

ることがないよう配慮しなければならないこと。  

（１１）介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの基礎技術に

関する実習」等に協力又は協力体制を確保していること。  

「協力及び協力体制」とは、現に研修における実習棟の受入が行われてい

ることに限らず、受入が可能な体制が整っていることをいう。そのため当該

指定居宅介護支援事業所は、研修の実施主体との間で実習棟の受入を行うこ

とに同意していることを書面等によって提示できるようにすること。  

なお、特定事業所加算（Ａ）を算定する事業所については、連携先事業所

との共同による協力及び協力体制も可能である。  

（１２）他の法人が運営する指定居宅介護支援事業者と共同で事例検討会、研修

会等を実施していること。  

特定事業所加算算定事業所は、質の高いケアマネジメントを実施する事業

所として、地域における居宅介護支援事業所のケアマネジメントの質の向上

を牽引する立場にあることから、同一法人に留まらず、他の法人が運営する

事業所の職員も参画した事例検討会等の取組を、自ら率先して実施していか

なければならない。  

なお、事例検討会等の内容、実施時期、共同で実施する他事業所等につい

て、毎年度少なくとも次年度が始まるまでに次年度の計画を定めなければな

らない。年度の途中で加算取得の届出をする場合にあっては、当該届出を行

うまでに当該計画を策定すること。 

なお、特定事業所加算（Ａ）を算定する事業所については、連携先事業所

との協力による研修会等の実施も可能である。 

（１３） 必要に応じて、多様な主体により提供される利用者の日常生活全般を

支援するサービス（介護給付等対象サービス法第２４条第２項に規定する介

護給付等対象サービスをいう。）以外の保健医療サービス又は福祉サービス、

当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等をいう。）が包括的に提

供されるような居宅サービス計画を作成していること。  



 

 

多様な主体により提供される利用者の日常生活全般を支援するサービスと

は、介護給付等対象サービス（介護保険法第２４条第２項に規定する介護給

付等対象サービスをいう。）以外の保健医療サービス又は福祉サービス、当

該地域の住民による自発的な活動によるサービス等のことをいう。  

  

ロ 特定事象所加算（Ⅱ）４０７単位 

次のいずれにも該当すること  

（１）「イ 特定事象所加算（Ⅰ）」の（２）、（３）、（４）及び（６）から（13）ま

での基準に適合すること。  

（２）専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介護支援専門員を配置し

ていること。  

常勤かつ専従の主任介護支援専門員等については、当該指定居宅介護支援

事業所の業務に支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所の職務を兼

務しても差し支えないものとする。また、常勤かつ専従の介護支援専門員３

名とは別に、主任介護支援専門員等を置く必要があること。したがって、当

該加算を算定する事業所においては、少なくとも主任介護支援専門員等及び

介護支援専門員３名の合計４名を常勤かつ専従で配置する必要があると。  

  

ハ 特定事象所加算（Ⅲ）３０９単位 

次のいずれにも該当すること  

（１）「イ 特定事象所加算（Ⅰ）」の（３）、（４）及び（６）から（１３）までの

基準に適合すること。  

（２）「ロ 特定事象所加算（Ⅱ）」の（２）の基準に適合すること。  

（３）専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を２名以上配

置していること。  

常勤かつ専従の主任介護支援専門員等については、当該指定居宅介護支援

事業所の業務に支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所の職務を兼

務しても差し支えないものとする。また、常勤かつ専従の介護支援専門員２

名とは別に、主任介護支援専門員等を置く必要があること。したがって、当

該加算を算定する事業所においては、少なくとも主任介護支援専門員等及び

介護支援専門員２名の合計３名を常勤かつ専従で配置する必要があること。 

ニ 特定事象所加算（Ａ）１００単位 

次のいずれにも該当すること 

（１）イ（３）、（４）及び（６）及び（１３）までの基準に適合すること。ただ

し、イ（４）、（６）、（１１）及び（１２）の基準はほかの同一の居宅介護支

援事業所との連携により満たすこととしても差し支えないものとする。  

（２）ロ（２）の基準に適合すること。  

（３）専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を１名以上配

置していること。  

（４）専ら指定居宅介護支援の提供に当たる介護支援専門員を常勤換算方法（当

該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務

すべき時間数で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業

員の員数に換算する方法をいう。）で１以上配置していること。ただし、当該

介護支援専門員は他の居宅介護支援事業所（（１）で連携している他の居宅介



 

 

護支援事業所がある場合は、当該事業所に限る。）の職務と兼務をしても差し

支えないものとする。  

常勤かつ専従の主任介護支援専門員については、当該指定居宅介護支援事

業所の業務に支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所の職務を兼務

しても差し支えないものとする。  

また、常勤かつ専従の介護支援専門員１名並びに常勤換算方法で１の介護

支援専門員とは別に、主任介護支援専門員を置く必要があること。したがっ

て、当該加算を算定する事業所においては、少なくとも主任介護支援専門員

及介護支援専門員１名の合計２名を常勤かつ専従で配置するとともに、介護

支援専門員を常勤換算方法で１の合計３名を配置する必要があること。  

この場合において、当該常勤換算方法で１の介護支援専門員は他の居宅介

護支援事業所（連携先事業所に限る。）の職務と兼務しても差し支えない

が、当該兼務に係る他の業務との兼務については、介護保険施設に置かれた

常勤専従の介護支援専門員との兼務を除き、差し支えないものであり、当該

他の業務とは必ずしも指定居宅サービス事業の業務を指すものではない。  

  

（４）手続  

本加算を取得した特定事業所については、毎月末までに、基準の遵守状況に

関する所定の記録を作成し、２年間保存（三戸町は条例で５年間と規定）する

とともに、市町村長から求めがあった場合については、提出しなければならな

い。  

  

（５）その他  

特定事業所加算取得事業所については、介護保険法に基づく情報公表を行う

ほか、積極的に特定事業所加算取得事業所である旨を表示するなど利用者に対

する情報提供を行うこと。また、利用者に対し、特定事業所加算取得事業所で

ある旨及びその内容が理解できるよう説明を行うこと。 



 

 

入院時情報連携加算  
利用者が病院又は診療所に入院するに当たって、当該病院又は診療所の職員に対して、当該利用

者の心身の状況や生活環境等の当該利用者に係る必要な情報を提供した場合は、別に厚生労働大臣

が定める基準に掲げる区分に従い、利用者１人につき１月に１回を限度として所定単位数を加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算

は算定しない。 

  
イ 入院時情報連携加算(Ⅰ)  ２００単位 

ロ 入院時情報連携加算(Ⅱ)  １００単位 

厚生労働大臣が定める基準：  
イ 入院情報連携加算（Ⅰ）利用者が病院又は診療所に入院してから３日以内に、

当該病院又は診療所の職員に対して当該利用者に係る必要な情報を提供している

こと。  
ロ 入院情報連携加算（Ⅱ）利用者が病院又は診療所に入院してから４日以上７日

以内に、当該病院又は診療所の職員に対して当該利用者に係る必要な情報を提供

していること。  
  

「必要な情報」とは・・・  
当該利用者の入院日、心身の状況（例えば疾患・病歴、認知症の有無や徘徊等の

行動の有無など）、生活環境（例えば、家族構成、生活歴、介護者の介護方法や家族

介護者の状況など）及びサービスの利用状況をいう。  
また、情報提供を行った日時、場所（医療機関へ出向いた場合）、内容、提供手段

（面談、ＦＡＸ等）等について居宅サービス計画等に記録すること。なお、情報提

供の方法としては、居宅サービス計画等の活用が考えられる。  

  
 
退院・退所加算  

病院若しくは診療所に入院していた者又は地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険施設に

入所していた者が退院又は退所し、その居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用

する場合において、当該利用者の退院又は退所に当たって、当該病院、診療所、地域密着型介護老

人福祉施設又は介護保険施設の職員と面談を行い、当該利用者に関する必要な情報の提供を受けた

上で、居宅サービス計画を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行

った場合（同一の利用者について、当該居宅サービス及び地域密着型サービスの利用開始月に調整

を行う場合に限る。）には、別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、入院又は入所期

間中につき１回を限度として所定単位数を加算する。  

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定する場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。また、初回加算を算定する場合は、当該加算は算定しない。 

 

イ 退院・退所加算(Ⅰ)イ４５０単位 



 

 

ロ 退院・退所加算(Ⅰ)ロ６００ 単位 

ハ 退院・退所加算(Ⅱ)イ６００単位 

ニ 退院・退所加算(Ⅱ)ロ７５０単位 

ホ 退院・退所加算(Ⅲ)  ９００単位  

●退院・退所加算の取扱いについて  
（１）総論  

病院若しくは診療所への入院又は地域密着型介護老人福祉施設若しくは介

護保険施設（以下「病院等」とういう。）への入所をしていた者が退院又は退

所（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護又は介護福祉施設サービス

の在宅・入所相互利用加算を算定する場合を除く。）し、その居宅において居

宅サービス又は地域密着型サービスを利用する場合において、当該利用者の

退院又は退所に当たって、当該病院等の職員と面談を行い、利用者に関する

必要な情報の提供を得た上で、居宅サービス計画を作成し、居宅サービス又

は地域密着型サービスの利用に関する調整を行った場合には、当該利用者の

居宅サービス又は地域密着型サービスの利用開始月に所定単位数を加算す

る。  
ただし、初回加算を算定する場合は、算定しない。  
なお、利用者に関する必要な情報については、別途定めることとする（別

紙「退院・退所情報記録書」参照。）。  
（２）算定区分について  

退院・退所加算については、以下の①から③の算定区分により、入院又は

入所期間中１回（医師等からの要請により退院に向けた調整を行うための面

談に参加し、必要な情報を得た上で、居宅サービス計画を作成し、居宅サー

ビス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行った場合を含む。）のみ

算定することができる。  
また、面談は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

る。ただし、利用者又はその家族（以下この（２）において「利用者等」と

いう。）が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利

用者等の同意を得な 

ければならない。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報

保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な

取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関

するガイドライン」等を遵守すること。  

①退院・退所加算（Ⅰ）イ・ロ  
・退院・退所加算（Ⅰ）イ及びロについては、病院等の職員からの情報収

集を１回行っている場合に算定可能であり、うち（Ⅰ）ロについてはその

方法がカンファレンスである場合に限る。  
②退院・退所加算（Ⅱ）イ・ロ  
・退院・退所加算（Ⅱ）イについては、病院等の職員からの情報収集を２

回以上行っている場合に算定可能。  



 

 

・退院・退所加算（Ⅱ）ロについては、病院等の職員からの情報収集を２

回以上行っている場合であって、うち１回以上がカンファレンスによる場

合に算定が可能。  
③退院・退所加算（Ⅲ）  
・退院・退所加算（Ⅲ）については、病院等の職員からの情報収集を３回

以上行っている場合であって、うち１回以上がカンファレンスによる場合

に算定が可能。  
（３）その他の留意事項  

①（２）に規定するカンファレンスは以下のとおりとする。  
イ 病院又は診療所  

診療報酬の算定方法（平成２０年厚生労働省告示第５９号）別表第１

医科診療報酬点数票の退院時共同指導料２の注３の要件を満たし、退院

後に福祉用具の貸与が見込まれる場合にあっては、必要に応じ、福祉用

具専門相談員や居宅サービスを提供する作業療法士等が参加するもの。  
ロ 地域密着型介護老人福祉施設  

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

（平成１８年３月１４日厚生労働省令第１４号。以下このロにおいて

「基準」という。）第１３４条第６項及び第７項に基づき、入所者への援

助及び居宅介護支援事業者への情報提供等を行うにあたり実施された場

合の会議。ただし、基準第１３１条第１項に掲げる地域密着型介護老人

福祉施設に置くべき従業者及び入所者又はその家族が参加するものに限

る。また、退所後に福祉用具の貸与が見込まれる場合にあっては、必要

に応じ、福祉用具専門相談員や居宅サービスを提供する作業療法士等が

参加すること。  
ハ 介護老人福祉施設  

指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１

年３月 ３１日厚生労働省令第３９号。以下このハにおいて「基準」とい

う。）第７条第６項及び第７項に基づき、入所者への援助及び居宅介護支

援事業者への情報提供等を行うにあたり実施された場合の会議。ただ

し、基準第２条に掲げる介護老人福祉施設に置くべき従業者及び入所者

又はその家族が参加するものに限る。 



 

 

また、退所後に福祉用具の貸与が見込まれる場合にあっては、必要に応

じ、福祉用具専門相談員や居宅サービスを提供する作業療法士等が参加す

ること。 

ニ 介護老人保健施設  
指定介護老人保健施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年３

月３１日厚生労働省令第４０号。以下このニにおいて「基準」という。）第

８条第６項に基づき、入所者への指導及び居宅介護支援事業者への情報提供

等を行うにあたり実施された場合の会議。ただし、基準第２条に掲げる介護

老人保健施設に置くべき従業者及び入所者又はその家族が参加するものに限

る。また、対象後に福祉用具の貸与が見込まれる場合にあっては、必要に応

じ、福祉用具専門相談員や居宅サービスを提供する作業療法士等が参加する

こと。  
ホ 介護医療院  

介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成３０年１

月１８日厚生労働省令第５号。以下このホにおいて「基準」という。）第１

２条第６項に基づき、入所者への指導及び居宅介護支援事業者への情報提供

等を行うにあたり実施された場合の会議。ただし、基準第４条に掲げる介護

医療院に置くべき従業者及び入所者又はその家族が参加するものに限る。ま

た、退所後に福祉用具の貸与が見込まれる場合にあっては、必要に応じ、福

祉用具専門相談員や居宅サービスを提供する作業療法士等が参加すること。  
ヘ 介護療養型医療施設（平成３５年度末までに限る）  

健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１

３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた指定介護

療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第

４１号。以下このヘにおいて「基準」という。）第９条第５項に基づき、患

者に対する指導及び居宅介護支援事業者への情報提供等を行うにあたり実施

された場合の会議。ただし、基準第２条に掲げる介護療養型医療施設に置く

べき従業者及び入所者又はその家族が参加するものに限る。また、退院後に

福祉用具の貸与が見込まれる場合にあっては、必要に応じ、福祉用具専門相

談員や居宅サービスを提供する作業療法士等が参加すること。 

  
②同一日に必要な情報の提供を複数回受けた場合又はカンファレンスに参加した

場合でも、１回として算定する。  
 
③原則として、退院・退所前に利用者に関する必要な情報を得ることが望ましい

が、退院後７日以内に情報を得た場合には算定することとする。 

  
④カンファレンスに参加した場合は、（１）において別途定める様式ではなく、

カンファレンスの日時、開催場所、出席者、内容の要点等について居宅サービス

計画等に記録し、利用者又は家族に提供した文書の写しを添付すること。 

緊急時等居宅カンファレンス加算（２００単位）  



 

 

病院又は診療所の求めにより、当該病院又は診療所の医師又は看護師等と共に利用者の居宅を訪

問し、カンファレンスを行い、必要に応じて、当該利用者に必要な居宅サービス又は地域密着型サ

ービスの利用に関する調整を行った場合は、利用者１人につき１月に２回を限度として所定単位数

を加算する。  
 
（１）当該加算を算定する場合は、カンファレンスの実施日（指導した日が異なる場合は指導日もあ

わせて）、カンファレンスに参加した医療関係職種等の氏名及びそのカンファレンスの要点を居

宅サービス計画等に記載すること。  
（２）当該カンファレンスは、利用者の病状が急変した場合や、医療機関における診療方針の大幅な

変更等の必要が生じた場合に実施されるものであることから、利用者の状態像等が大きく変化し

ていることが十分想定されるため、必要に応じて、速やかに居宅サービス計画を変更し、居宅サ

ービス及び地域密着型サービスの調整を行うなど適切に対応すること。  
 
 
通院時情報連携加算（５０単位／１月）  

利用者が病院又は診療所において医師の診察を受けるときに介護支援専門員が同席し、医師

等に対して当該利用者の心身の状況や生活環境等の当該利用者に係る必要な情報の提供を受け

た上で、居宅サービス計画に記録した場合は、利用者１人につき１月に１回を限度として所定

単位数を加算する。 

 

  当該加算は、利用者が医師の診察を受ける際に同席し、医師等に利用者の心身の状況や生活環境

等の必要な情報提供を行い、医師等から利用者に関する必要な情報提供を受けた上で、居宅サービ

ス計画等に記録した場合に算定できるものである。なお、同席にあたっては、利用者の同意を得た

上で、医師等と連携を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ターミナルケアマネジメント加算（４００単位／１月）  

在宅で死亡した利用者（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）に対して、別に厚生労働大臣が定める

基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定居宅介護支援事業所が、その死亡日及び死

亡日前１４日以内に２日以上、当該利用者又はその家族の同意を得て、当該利用者の居宅を訪問



 

 

し、当該利用者の心身の状況等を記録し、主治の医師及び居宅サービス計画に位置付けた居宅サー

ビス事業者に提供した場合は、１月につき所定単位数を加算する。  
 

厚生労働大臣が定める基準：  
ターミナルケアマネジメントを受けることに同意した利用者について、２４時間

連絡できる体制を確保しており、かつ、必要に応じて指定居宅介護支援を行うこと

ができる体制を整備していること。  
  
●ターミナルケアマネジメント加算について  
（１） ターミナルケアマネジメント加算については、在宅で死亡した利用者の死

亡月に加算することとするが、利用者の居宅を最後に訪問した日の属する月

と、利用者の死亡月が異なる場合には、死亡月に算定することとする。  
（２） ターミナルケアマネジメント加算は、１人の利用者に対し、1 ヶ所の指定

居宅介護支援事業所に限り算定できる。なお、算定要件を満たす事業所が複数

ある場合には、当該利用者が死亡日又はそれに最も近い日に利用した指定居宅

サービスを位置付けた居宅サービス計画を作成した事業所がターミナルケアマ

ネジメント加算を算定することとする。  
（３） ターミナルケアマネジメントを受けることについて利用者又はその家族が

同意した時点以降は、次に掲げる事項を支援経過として居宅サービス計画等に

記録しなければならない。  
①終末期の利用者の心身又は家族の状況の変化や環境の変化及びこれらに対し

て居宅介護支援事業者が行った支援についての記録  
②利用者への支援にあたり、主治の医師及び居宅サービス計画に位置付けた指

定居宅サービス事業者等と行った連絡調整に関する記録  
（４） ターミナルケアマネジメントを受けている利用者が、死亡診断を目的とし

て医療機関へ搬送され、24 時間以内に死亡が確認される場合等については、

ターミナルケアマネジメント加算を算定することができるものとする。  
（５） ターミナルケアマネジメントに当たっては、厚生労働省「人生の最終段階

における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等を参考にしつ

つ、本人の意思を尊重した医療・ケアの指針が実施できるよう、多職種が連携

し、本人及びその家族と必要な情報の共有等に努めること。  
  

  
  
  

特定事業所医療介護連携加算（１２５単位／１月）  
別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定居宅介護支援

事業所は、１月につき所定単位数を加算する。 
 



 

 

厚生労働大臣が定める基準：  
次のいずれにも適合すること。 

イ 前々年度の３月から前年度の２月までの間において退院・退所加算（Ⅰ）

イ、（Ⅰ）ロ、（Ⅱ）イ、（Ⅱ）ロ又は（Ⅲ）の算定に係る病院、診療所、地域

密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設との連携の回数の合計が３５回以上

であること。 

ロ 前々年度の３月から前年度の２月までの間においてターミナルケアマネジメ

ント加算を５回以上算定していること。 

ハ 特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅱ）又は（Ⅲ）を算定していること。 

 

●特定事業所医療介護連携加算について 

（１）基本的取扱方針 

当該加算の対象となる事業所においては、日頃から医療機関等との連携に関

する取組をより積極的に行う事業所であることが必要となる。 

（２）具体的運営方針 

ア 退院・退所加算の算定実績について 

退院・退所加算の算定実績に係る要件については、退院・退所加算の

算定回数ではなく、その算定に係る病院等との連携回数が、特定事業所

医療介護連携加算を算定する年度の前々年度の３月から前年度の２月ま

での間において３５回以上の場合に要件を満たすこととなる。 

イ ターミナルケアマネジメント加算の算定実績について 

ターミナルケアマネジメント加算の算定実績に係る要件については、

特定事業所医療介護連携加算を算定する年度の前々年度の３月から前年

度の２月までの間において、算定回数が５回以上の場合に要件をみたす

こととなる。 

ウ 特定事業所加算（Ⅰ）～（Ⅲ）の算定実績について 

特定事業所医療介護連携加算は、質の高いケアマネジメントを提供す

る体制のある事業所が医療・介護連携に総合的に取り組んでいる場合に

評価を行うものであるから、他の要件を満たす場合であっても、特定事

業所（Ⅰ）、（Ⅱ）又は（Ⅲ）のいずれかを算定していない月は特定事業

所医療介護連携加算の算定はできない。 
  

  



 

 

（３） 減算について 
  

１ 運営基準減算  
別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合には、運営基準減算として、所定単位数の１０

０分の５０に相当する単位数を算定する。また、運営基準減算が２月以上継続している場合は、

所定単位数は算定しない。  

●居宅介護支援の業務が適切に行われない場合  
運営標準減算の該当要件としては、具体的には次のいずれかに該当する場合に減

算される。  
これは適正なサービスの提供を確保するためのものであり、運営基準に係る規定

を遵守するよう努めるものとする。 市町村長は、当該規定を遵守しない事業所に対

しては、遵守するよう指導すること。  
当該指導に従わない場合には、特別な事情がある場合を除き、指定の取消しを検

討するものとする。  
（１）指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ利用者に対して、  

・利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることができ

ること 

・利用者は、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定

理由の説明を求めることができること  
・前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計

画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介

護（以下（１）において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられ

た居宅サービス計画数が占める割合及び前６月間に当該指定居宅介護支援事

業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごと

の回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は地域密着型サービス事業

者によって提供されたものが占める割合  
について文書を交付して説明を行っていない場合には、契約月から当該状態が解

消されるに至った月の前月まで減算する。  
  

（２）居宅サービス計画の新規作成及びその変更に当たっては、次の場合に減算さ

れるものであること。  
①当該事業所の介護支援専門員が、利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家

族に面接していない場合には、当該居宅サービス計画に係る月（以下「当該

月」という。）から当該状態が解消されるに至った月の前月まで減算する。  
②当該事業所の介護支援専門員が、サービス担当者会議の開催等を行っていな

い場合（やむを得ない事情がある場合を除く。以下同じ。）には、当該月か

ら当該状態が解消されるに至った月の前月まで減算する。  
③当該事業所の介護支援専門員が、居宅サービス計画の原案の内容について利

用者又はその家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得た上で、居

宅サービス計画を利用者及び担当者に交付していない場合には、当該月から

当該状態が解消されるに至った月の前月まで減算する。  



 

 

（３）次に掲げる場合においては、当該事業所の介護支援専門員が、サービス担当

者会議等を行っていないときには、当該月から当該状態が解消されるに至った

月の前月まで減算する。  

① 居宅サービス計画を新規に作成した場合  

② 要介護認定を受けている利用者が要介護更新認定を受けた場合  

③ 要介護認定を受けている利用者が要介護状態区分の変更の認定を受けた場

合  

  

（４）居宅サービス計画の作成後、居宅サービス計画の実施状況の把握（以下「モ

ニタリング」という。）に当たっては、次の場合に減算されるものであるこ

と。  

① 当該事業所の介護支援専門員が１月に利用者の居宅を訪問し、利用者に面

接していない場合には、特段の事情のない限り、その月から当該状態が解消

されるに至った月の前月まで減算する。  

② 当該事業所の介護支援専門員がモニタリングの結果を記録していない状態

が１月以上継続する場合には、特段の事情のない限り、その月から当該状態

が解消されるに至った月の前月まで減算する。 

 

  



 

 

２ 特定事業所集中減算について  
別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、特定事業所集中減算として、１月につき２

００単位を所定単位数から減算する。  
  
厚生労働大臣が定める基準：  

正当な理由なく、指定居宅介護支援事業所において前６月間に作成した居宅サービス

計画に位置付けられた指定訪問介護、指定通所介護、指定福祉用具貸与、指定地域密着 
型通所介護（以下この号において「訪問介護サービス等」という。）の提供総数のうち、

同一の訪問介護サービス等に係る事業者によって提供されたものの占める割合が１００分

の８０を超えていること。  
  
●特定事業所集中減算について  
（１）判定期間と減算適用期間  

居宅介護支援事業所は、毎年度２回、次の判定期間における当該事業所において

作成された居宅サービス計画を対象とし、減算の要件に該当した場合は、次に掲げ

るところに従い、当該事業所が実施する減算適用期間の居宅介護支援のすべてにつ

いて減算を適用する。  
① 判定期間が前期（３月１日から８月末日）の場合は、減算適用期間を１０月１

日から３月３１日までとする。  
② 判定期間が後期（９月１日から２月末日）の場合は、減算適用期間を４月１日

から９月３０日までとする。 

  
（２）判定方法  

各事業所ごとに、当該事業所において判定期間に作成された居宅サービス計画の

うち、訪問介護、通所介護、福祉用具貸与又は地域密着型通所介護（以下「訪問介

護サービス等」という。）が位置付けられた居宅サービス計画の数をそれぞれ算出

し、訪問介護サービス等それぞれについて、最もその紹介件数の多い法人（以下

「紹介率最高法人」という。）を位置付けた居宅サービス計画の数の占める割合を計

算し、訪問介護サービス等のいずれかについて８０％を超えた場合に減算する。  
（具体的な計算式）  

事業所ごとに、それぞれのサービスにつき、次の計算式により計算し、いずれか

のサービスの値が８０％を超えた場合に減算  
当該サービスに係る紹介率最高法人の居宅サービス計画数÷当該サービスを位置

付けた計画数  
  

 



 

 

（３）算定手続  
判定期間が前期の場合については９月１５日までに、判定期間が後期の場合に

ついては３月１５日までに、すべての居宅介護支援事業者は、次に掲げる事項を

記載した書類を作成し、算定の結果８０％を超えた場合については当該書類を市

町村長に提出しなければならない。なお、８０％を超えなかった場合について

も、当該書類は、各事業所において５年間保存しなければならない。  
① 判定期間における居宅サービス計画の総数  
② 訪問介護サービス等のそれぞれが位置付けられた居宅サービス計画数  
③ 訪問介護サービス等のそれぞれの紹介率最高法人が位置付けられた居宅サー

ビス計画数並びに紹介率最高法人の名称、住所、事業所名及び代表者名  
④ （２）の算定方法で計算した割合  
⑤ （２）の算定方法で計算した割合が８０％を超えている場合であって正当な

理由がある場合においては、その正当な理由  
  
（４）正当な理由の範囲  

（３）で判定した割合が 80％を超える場合には、８０％を超えるに至ったこ

とについて正当な理由がある場合においては、当該理由を市町村長に提出するこ

と。なお、市町村長が当該理由を不適当と判断した場合は特定事業所集中減算を

適用するものとして取り扱う。正当な理由として考えられる理由を例示すれば次

のようなものであるが、実際の判断に当たっては、地域的な事情等も含め諸般の

事情を総合的に勘案し正当な理由に該当するかどうかを市町村長において適正に

判断されたい。  
① 居宅介護支援事業者の通常の事業の実施地域に訪問介護サービス等が各サー

ビスごとでみた場合に５事業所未満である場合などサービス事業所が少数であ

る場合  
（例） 訪問介護事業所として４事業所、通所介護事業所として１０事業所が所

在する地域の場合は、訪問介護について紹介率最高法人を位置づけた割合が８

０％を超えても減算は適用されないが、通所介護について８０％を超えた場合

には減算が適用される。  

（例） 訪問介護事業所として４事業所、通所介護事業所として４事業所が所在

する地域の場合は、訪問介護及び通所介護それぞれについて紹介率最高法人を

位置づけた割合が 80％を超えた場合でも減算は適用されない。  

② 特別地域居宅介護支援加算を受けている事業者である場合  

③ 判定期間の１月当たりの平均居宅サービス計画件数が 20 件以下であるなど

事業所が小規模である場合  

④ 判定期間の１月当たりの居宅サービス計画のうち、それぞれのサービスが位

置付けられた計画件数が１月当たり平均 10件以下であるなど、サービスの利

用が少数である場合  

（例） 訪問介護が位置付けられた計画件数が１月当たり平均５件、通所介護が

位置付けられた計画件数が１月当たり平均 20 件の場合は、訪問介護について

紹介率最高法人を位置づけた割合が 80％を超えても減算は適用されないが、

通所介護について 80％を超えた場合には減算が適用される。  

⑤ サービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案した場合などにより特定

の事業者に集中していると認められる場合  



 

 

（例） 利用者から質が高いことを理由に当該サービスを利用したい旨の理由書

の提出を受けている場合であって、地域ケア会議等に当該利用者の居宅サービ

ス計画を提出し、支援内容についての意見・助言を受けているもの。  

⑥ その他正当な理由と市町村長が認めた場合 

 

 

  



 

 

３． 事業所の変更届について   

事業所の指定後に、次の各項目に変更があった場合には、原則として、変更があった日から１０

日以内に変更届の提出が必要となります。  

なお、令和３年度から原則として押印が不要となっています。 
  

（１） 事業所関係  

変更内容  

必要書類  

備 考  届出用紙 
添付書類 

    

１ 事業所の名称  様式第２号 ・運営規程  

 
 

２ 事業所の所在地 様式第２号 ・運営規程 
・平面図  
・写真 

 

３  事業所の電話、 

ＦＡＸ番号  
様式第２号     

４ 事業所のレイアウ

ト変更  

様式第２号 ・平面図 

・写真 

（※） 

写真は変更部分のみ  

※ 平面図・写真は、指定基準上必要とされている設備〔事務室、相談室（個室またはパーテーションで

プライバシーに考慮されたもの）、会議室〕及び外観、事業所入口（写真）を明記・添付すること

（変更部分のみ）。  
  

（２） 人員関係   

変更内容  
必要書類  

備 考  
届出用紙  添付書類  

１ 管理者の交代  
  

様式第２号 
  

・管理者経歴書  
・介護支援専門員証の写し 

 （交付申請中の場合、介

護支援専門員証が交付

され次第、速やかに届

出を行うこと）  
・主任介護支援専門員研修

修了証の写し  

※新たに管理者兼介護支

援専門員を置く場合は、

｢管理者の交代｣と併せ、

｢介護支援専門員の交

代・増減｣の届出が必要

です  
  
※既に当該事業所の介護

支援専門員として従 



 

 

   事していた方が管理者を

兼務する場合は、「管理

者の交代」の届出のみ行

ってください。  

２ 管理者の氏名変更  
（結婚による姓名変

更を含む）  

様式第２号   ２号様式の変更内容欄に

新旧姓名を記入してくだ

さい。  

３ 管理者の住所変更  様式第２号   ２号様式の変更内容欄に

新旧住所を記入してくだ

さい。  

４ 介護支援専門員の

交代・増減  
（結婚による姓名変

更を含む）  

様式第２号 ・勤務形態一覧表  
・介護支援専門員の氏名及

びその登録番号  
・介護支援専門員証の写し 

 （交付申請中の場合、介

護支援専門員証が交付

され次第、速やかに届

出を行うこと。増員の

介護支援専門員証のみ

必要。減員の場合は不

要）  

※勤務表は変更日が属す

る月のもの。月途中で

変更の場合は、変更月

と翌月の２月分の勤務

表を提出。  
※勤務区分(常勤・非常

勤、専従・兼務)のみ

変更する場合、届出は

不要です。  

※ 介護支援専門員の変更（交代・増減）について届出がないと、給付管理票と国保連データが不一致と

なり、居宅介護支援費の請求が返戻となる可能性があります。  
また、給付管理している居宅サービス事業者分も返戻となることがありますので、必ず届出を行っ

てください。  
  
（３） 営業時間・実施地域・利用料金   

変更内容  
必要書類  

備 考  
届出用紙  添付書類  

１ 営業日・時間  様式第２号 ・運営規程    

２ 実施地域  様式第２号 ・運営規程    

３ 利用料金  
（実施地域外の交通

費）  

様式第２号 ・運営規程  
・料金表  

  

 
  



 

 

 
（４） 法人関係   

変更内容  

必要書類  

備 考  
  

 届出用紙  添付書類   

１ 法人代表者の交代  
（氏名・住所変更を含

む）  
  

様式第２号 ・法人の登記事項証明書  
（謄本）  

・誓約書  
  

・登記事項証明書（謄

本）は原本又は写し  
・登記事項証明書（謄

本）に記載のない役員

の交代は登記事項証明

書（謄本）不要  
  
・氏名・住所変更の場

合、誓約書は必要あり

ません。   

２ 法人の住所変更  
（転居、住居表示変

更）  

様式第２号 ・法人の登記事項証明書  
（謄本） 

  

・登記事項証明書（謄

本）は原本又は写し 

３ 法人の名称変更  
（合併による）  

変更ではなく、「廃止」と「新規」の申請になります。  

４ 法人の名称変更  
〔有限会社から株式会

社への変更も含む〕 

（合併除く）  

様式第２号 
  

・法人の登記事項証明書  
 （謄本）  
  

・登記事項証明書（謄

本）は原本又は写し 

５ 法人の電話、ＦＡＸ

番号  
様式第２号 

  
    

法人区分

の変更  
６ 組織変更  
株式⇔合

名、 合資、

合同   

様式第２号 ・法人の登記事項証明書  
（謄本）  

  

７ 上記以外  変更ではなく、「廃止」と「新規」の申請になります。  

  
  

  



 

 

４． 事業所の指定の更新について    

介護保険法等の規定に基づき、事業所指定については６年間の有効期限で指定をしています。

有効期限の満了する１か月前までに、指定更新の申請書を提出してください。  
なお、三戸町からは有効期限満了に伴う指定更新のお知らせはしませんので、各事業所におい

て、指定の有効期限の確認を行い、期日までに必要な書類の提出をお願いします。期日までに、

書類の提出が無い場合には、指定の更新を行うことが出来なくなりますので、注意してくださ

い。  
指定の更新に係る必要な書類については、次のとおりで、各様式については、三戸町のホーム

ページに掲載しています。  
  

提出書類  様式  

指定地域密着型サービス事業所指定申請書  様式第６号 

申請書付表  付表１０  

登記事項証明書又は条例等※  

従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表  参考様式１  

管理者の経歴  

平面図（建築図面等でも可）※ 参考様式３  

運営規程※    

利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要※ 参考様式５ 

関係市町村並びに他の保健医療・福祉サービスの提供主体との連携の内容※  

誓約書（介護保険法第７８条の２第４項各号に該当しないことを誓約

する書面） 参考様式６ 

介護支援専門員の氏名及びその登録番号  参考様式７  

給付費算定に係る体制等に関する届出書 様式あり  

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表  様式あり  

  
備考  
（１）※の書類について、前回提出時と変更がない場合、省略することができます。 

（２）参考様式については、様式に記載されている内容が含まれていれば独自様式での提出ができます。  
（３）指定基準等を満たしているか確認するために、追加で書類提出を求める事がありますのでご了承ください。  

  
  



 

 

５． 過誤申し立てについて  

 
 (１)  過誤とは  
  

国保連合会で審査確定した内容に誤りがあった場合に、事業所から保険者に過誤申立をして、既

に確定している給付実績を取り下げる（支払金額の返還を行う）処理のことです。  
  過誤を行う際に、差分だけを調整することはできず、誤りを含む実績全てを取り下げ、再度正し

い実績で請求する必要があります。（１日分の実績を修正したい場合や公費の請求し忘れ等でも、い

ったん１ヶ月分全ての実績を取り下げる必要があります。） 
 

◎過誤申立時の注意点  

以下の請求明細書については、過誤申立処理はできません。  

１．同一審査月内に提出した場合   

２．同一審査月内に給付管理票の「修正」または「取消」がある場合   

３．既に返戻されている場合   

４．保留されている場合   

請求明細書本体の請求額の全額がマイナスされます｡ 

 

  
(２)  過誤の種類  

 
事業所が行う過誤申立については、①通常過誤と②同月過誤の２種類があります。 
しかし、青森県国民健康保険団体連合会から、事業所からの請求誤りによる過誤依頼について

は、原則同月過誤で処理をお願いされていますので、同月過誤での過誤申立をお願いします。ま

た、同月過誤を行う際は、必ず同月に再請求を行ってください。  
 
① 通常過誤  

給付実績の取り下げのみを行います。 
過誤処理を行った後、再請求を翌月以降に行うため、過誤件数が多い場合などは、事業所の支払額

が大幅に減少したり、請求額を過誤額が上回り過誤処理に未調整が発生する危険があります。 
 
 
② 同月過誤  
  給付実績の取り下げと再請求の審査を同月に行います。 

行政指導（監査）等により返還金が発生した場合など過誤金額が大きい場合や過誤申立件数が多

い場合に、同月に再請求を行うことで差額調整を行い、支払額への影響を軽減させます。  
  
 
 
 
 
 
 
 
  



 

 

(３)  提出書類  
  

過誤処理を行う際は、三戸町へ過誤申立書を持参、郵送又はメールにより提出してください。

郵送の場合は、郵送日数を考慮しての提出をお願いします。提出期限は過誤の種類によって異な

り、三戸町では以下のとおりとなります。 
 

①通常過誤  毎月１５日（閉庁日の際は前開庁日） 
 

②同月過誤  再請求を行う月の前月末日（閉庁日の際は前開庁日） 
 

※三戸町以外の被保険者によって提出書類や提出期限が異なりますのでご注意ください。  
※過誤の申立書の件数が、１０件を超える場合には、事前に相談していただくと共に、エクセル

データで提出をお願いします。 
 
(４)  連合会への再請求  
  

① 通常過誤  
「介護給付費過誤決定通知書」で過誤処理完了を確認した上で、再請求を行うことができま

す。  
  

② 同月過誤  
過誤処理を行う同月に再請求を行うことができます。再請求がなかった場合は過誤処理のみ

を行うこととなります。 
また、再請求分が審査においてエラー返戻となる場合には差額調整が行えませんので、誤りの

ないようご注意ください。  
  
  
 (５)  事業所への支払額  
  
① 通常過誤  

介護給付費審査決定額から過誤金額（過誤分の保険請求額と公費請求額）を引いた額になりま

す。  
  
② 同月過誤  

再請求分の金額を含む介護給付費審査決定額から過誤金額（過誤分の保険請求額と公費請求額）

を引いた額になります。  
 
 

 
  



 

 

（６）過誤申立コード  

 

過誤申立時には、４桁の事由コードが必要となります。４桁のうち左の２桁については、過誤

申立を行う各サービスの請求書の様式のコードとなります。  

  
様式番号及びコード  様式名称  

10  様式第二  

居宅サービス・地域密着型サービス介護給付費明細書  
 （訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハ、居宅療養管理指導、通所

介護、通所リハ、福祉用具貸与、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間

対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護）  

11  様式第二の二  

介護予防サービス・地域密着型介護予防サービス介護給付明細書  
 （介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護予防

訪問リハ、介護予防居宅療養管理指導、介護予防通所介護、介護予防通所リ

ハ、介護予防福祉用具貸与、介護予防認知症対応型通所介護、介護予防小

規模多機能型居宅介護）  

21  様式第三  
居宅サービス介護給付費明細書  
 （短期入所生活介護）  

24  様式第三の二  
介護予防サービス介護給付費明細書  
 （介護予防短期入所生活介護）  

22  様式第四  
居宅サービス介護給付費明細書  
 （介護老人保健施設における短期入所療養介護）  

25  様式第四の二  
介護予防サービス介護給付費明細書  
 （介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護）  

23  様式第五  
居宅サービス介護給付費明細書  
 （病院・診療所における短期入所療養介護）  

26  様式第五の二  
介護予防サービス介護給付費明細書  
 （病院・診療所における介護予防短期入所療養介護）  

30  様式第六  
地域密着型サービス介護給付費明細書  
 （認知症対応型共同生活介護（短期利用以外））  

31  様式第六の二  
地域密着型介護予防サービス介護給付費明細書  
 （介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用以外））  

32  様式第六の三  
居宅サービス・地域密着型サービス介護給付費明細書  
 （特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護）  

33  様式第六の四  
介護予防サービス介護給付費明細書  
 （介護予防特定施設入居者生活介護）  

34  様式第六の五  
地域密着型サービス介護給付費明細書  
 （認知症対応型共同生活介護（短期利用））  



 

 

35  様式第六の六  
地域密着型介護予防サービス介護給付費明細書  
 （介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用））  

36  様式第六の七  
居宅サービス・地域密着型サービス介護給付費明細書  
 （特定施設入居者生活介護（短期利用型）、  
地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用型））  

40  様式第七  居宅介護支援介護給付費明細書  

41  様式第七の二  介護予防支援介護給付費明細書  

50  様式第八  
施設サービス等・地域密着型サービス介護給付費明細書  
 （介護福祉施設サービス、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護）  

60  様式第九  
施設サービス等介護給付費明細書  
 （介護老人保健施設サービス）  

70  様式第十  
施設サービス等介護給付費明細書  
 （介護療養型医療施設サービス）  

  
また、右の２桁については、過誤を行う理由のコードとなります。  
基本的には、「１２」の請求誤りによる実績取り下げ（同月）のコードでお願いします。  
  

申立理由番号  申立理由  

01  台帳誤り修正による保険者申立の過誤調整  

02  請求誤りによる実績取り下げ  

09  時効による保険者申立の取り下げ  

11  台帳誤り修正による事業所申立の過誤調整  

12  請求誤りによる実績取り下げ（同月）  

21  台帳誤り修正による公費負担者申立の過誤調整  

29  時効による公費負担者申立の取り下げ  

32  給付管理票取消による実績の取り下げ  

42  適正化による保険者申立の過誤取り下げ  

49  適正化による保険者申立の過誤取り下げ（同月）  

52  適正化による公費負担者申立の過誤取り下げ  

59  適正化による公費負担者申立の過誤取り下げ（同月）  

62  不正請求による実績取り下げ  

69  不正請求による実績取り下げ（同月）  

90  その他の事由による台帳過誤  

99  その他の事由による実績の取下げ  



 

 

(７)  その他注意事項  

 
※ 過誤金額が介護給付費審査決定額（同月過誤の場合は再請求分を含む）を上回った場合（過誤金

額＞審査決定額）、事業所への支払いがマイナスになります。この場合、国保連合会では、原則取

扱対象外となっているため、過誤金額が大きい場合や過誤申立件数が多い場合には、事前に三戸町

に相談の上処理を進めてください。  
  
※ 国保連合会で審査確定していないものについては過誤処理の必要はありません。審査結果を確認

して処理を行ってください。  
  
※ 通常過誤で処理する場合、過誤が決定しないうちに再請求をされるとＡＮＮ４エラー（過去に該

当する介護給付費請求明細書を提出済みです）になり返戻となります。「介護給付費過誤決定通知

書」で過誤処理完了を確認した上で、再請求をしてください。  
  
※ サービス計画費の実績を取り下げた（過誤）後の再請求の際には、給付管理票の提出の必要はあ

りません。サービス計画費のみの請求をしてください。なお、給付管理票の内容に変更がある場合

は、給付管理票の「修正」をしてください。  
  
※ 同一審査月に、同一被保険者の同一サービス提供月の「給付管理票の修正」とサービス事業所か

らの「過誤処理」については、過誤が優先処理となり、給付管理票の修正ができません。給付管理

票がＡＮＮ７エラー（既に過誤調整を行っています）になり返戻となります。事業所間の連携をお

願いします。 
 


